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はじめに 
本稿の目的は、アーキテクチャの位置取り戦略の動態的プロセスの解明と、選択された
アーキテクチャ戦略に対応した開発組織の在り方について明らかにすることである。 
これまで多くの研究から、自社および顧客製品がモジュラー型かあるいはインテグラル
型かというアーキテクチャの違いによって、企業がとるべき戦略も異なってくることが示
されてきた。しかし、顧客製品のアーキテクチャを受けて自社製品のアーキテクチャをい
かにすべきか、あるいは逆に自社製品のアーキテクチャを踏まえて顧客製品のアーキテク
チャをいかに変えていくのかといった、戦略の動態的プロセスについては、十分明らかに
されてはいない。 
また、開発組織についても、自社のアーキテクチャと自社の開発組織との間には相関性
があることが示されてきたが、顧客製品までも射程に入れた上でのアーキテクチャの位置
取り戦略と開発組織との相関性については、十分な議論がなされてこなかった。 
こうした研究状況を踏まえると、二つの課題が浮かび上がる。一つ目はインテグラル・
アーキテクチャの製品を持つ顧客の要請に対応しようとした場合、顧客のアーキテクチャ
が自社のアーキテクチャに影響を与えるのではないかということである。つまり、顧客製
品がインテグラル型である場合には、最適設計せざるをえないために自社もインテグラル
型に誘導されやすくなるということである。この場合、顧客製品の最適設計に向けた専用
部品開発のためには適応しやすくなるものの、アーキテクチャの位置取りは「中インテグ
ラル・外インテグラル」となり、収益性の確保が難しくなる。したがって、企業はこのよ
うな顧客からの影響を重視しながらも、主体的に戦略的な位置取りを選択していくのでは
ないかと考えられる。 
二つ目は、選択されたアーキテクチャに応じて組織がどのように編成されるのかについ
てである。「外インテグラル」の場合、顧客のアーキテクチャによって自社のアーキテクチ
ャが影響され、「中インテグラル」に誘導されやすくなる。しかし、顧客のアーキテクチャ
の影響を踏まえながら、企業は自社にとって有利となる位置取りを選択し、その位置取り
に適合した開発組織を編成する必要がある。したがって、このような場合の開発組織は、
具体的にどのような形態をとり、どのような特徴を持つものなのか、顧客のアーキテクチ
ャに応じて編成される開発組織の在り方について検討する必要がある。 
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このようなアーキテクチャの動態的把握と開発組織との関係性が見えやすいのは、顧客
のアーキテクチャが大きな変化を遂げている産業であろう。近年の電子部品産業における
車載事業への傾斜は、まさにこれらの変化を捉えるのには適切な対象であると言える。車
載部品取引拡大の背景には、自動車の電装化の加速もその要因の一つとして挙げられるが、
民生用エレクトロニクス領域からデジタル化によるコモディティ化の影響を受けにくい車
載領域へシフトしていることも考えられ、民生から車載へ市場環境が大きく変化していく
中で、電子部品メーカーは事業の大きな変革を迫られることになる。アーキテクチャとい
う視点で見た場合、電子産業においては最終製品がモジュラー型のアーキテクチャである
ことが多いが、自動車産業の場合には完成車はインテグラル型のアーキテクチャとなる。
そのため電子部品の開発に求められる顧客ニーズが異なってきており、このことが電子部
品メーカーの製品開発体制にも影響を与えるものだと考えられる。 
そこで本稿では、製品アーキテクチャの位置取りと製品開発体制の関係性に着目した分
析を行う。車載事業に傾斜することによって、顧客のアーキテクチャが大きな変化を経験
しつつある電子部品メーカーが、競争力や収益性を維持するためにアーキテクチャの位置
取りをどのように工夫し、顧客との取引を考慮しながらその位置取りに適合した製品開発
組織とプロセスをどのように構築しているのかを事例分析を通じて明らかにする。 
分析にあたっては、専業メーカーと総合メーカーの比較の視点から行う。その理由とし
て、電子部品メーカーは、大別すると専門分野に特化することで強みを発揮している専業
メーカーと、より幅広い領域をカバーする総合メーカーに分けられるが、これらの企業は
技術や製品分野の領域も異なるため、その製品開発体制も違いがあるものと予想されるか
らである。 
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第１章 問題の所在と分析の枠組み 
第１節 研究の背景と問題意識 
(1) 電子部品産業の現状 
 
1990 年代後半以降、業績不振に陥っている電機産業とは対照的に、国内の電子部品産業
は比較的好調に推移している。図 1-1 は電子部品 6 社（京セラ、村田製作所、TDK、日本
電産、日東電工、アルプス電気）と電機大手 8 社（日立製作所、東芝、三菱電機、パナソ
ニック、ソニー、富士通、シャープ、NEC）の 2015 年度（2015 年 4 月～2016 年 3 月）に
おける連結売上高の平均を、図 1-2 は連結営業利益の平均を比較したものである。電機 8
社の連結売上高平均は電子部品 6 社の連結売上高平均の 5 倍以上あるものの、連結営業利
益は電子部品 6 社の平均を下回っており、電機産業にとって川上にあたる電子部品産業の
方が高い営業利益を維持し、日本を牽引する産業へと成長している。 
 
     図 1-1 電子部品 6 社と電機 8 社の連結売上高の平均比較（2016 年 3 月期） 
 
 
出所) 各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 
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    図 1-2 電子部品 6 社と電機 8 社の連結営業利益の平均比較（2016 年 3 月期） 
 
出所) 各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 
 
 
実際に日系の電子部品メーカーの中には、グローバルな市場で高いシェアを獲得してい
る企業も多く存在する。表 1-1 は、電子部品の主な世界シェアを示したものである。例え
ば、「セラミックパッケージ」では京セラが世界シェアの 80％を占め、「ブラシレスモータ」
では日本電産が世界シェアの 65％を占めるなど、1 高い市場シェアを獲得している。この
表からも分かるように、日本の電子部品メーカーは少なからぬ分野において圧倒的な世界
シェアを獲得する製品を開発し、世界的にも高い競争力を維持している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
1 週刊ダイヤモンド（2015）。 
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         表 1-1 電子部品の主な世界シェア 
企業名 製品名 世界シェア 備考 
村田製作所 
積層セラミックコンデンサ 40％ 電気を蓄える部品 
ＳＡＷフィルタ 50％ 必要な周波数の電波を送受信する通信の要 
日東電工 中小型液晶用偏光板 60％ ディスプレイ表示を左右する要素部品 
アルプス電気 タクトスイッチ 30％ 人の動作を機械に伝える 
日本電産 モータ（情報系ブラシレス） 65％ 車から家電まで全ての回す・動かすに対応 
ＴＤＫ ＨＤＤヘッド 30％ 記録媒体情報の書き込み・読み取りを行う 
オムロン リレー 20％ 電流のオン・オフを動作に換える 
ローム 小信号ダイオード 20％ 回路内の電流の制御弁 
京セラ セラミックパッケージ 80％ 半導体素子や電子部品を包むパッケージ 
出所) 週刊ダイヤモンド（2015, p.106）をもとに筆者作成。 
 
しかし、個々の企業を見てみると市場シェアや収益性は企業によって大きく異なり、専
門分野に強みを発揮している専業メーカーと、それとは対照的に幅広い品目を扱う総合メ
ーカーに分けることができる。 
図 1-3 は、電子部品業界の平成 27-28 年の売上高上位 10 社を、図 1-4 は、営業利益率上
位 10 社を示したものである。売上高を見ると、その上位を大手総合メーカーが占めてい
る。一方、利益率を見てみるとキーエンス（センサ）、ヒロセ電機（コネクタ）、マブチモ
ーター（モーター）、イリソ電子（コネクタ）、本田通信工業（コネクタ）など、特定の部
品に特化した専業メーカーがランキングされており、高い収益性を維持しているのが分か
る。 
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図 1-3 売上高上位 10 社（平成 27-28 年） 
 
注)黄色：専業メーカー 青色：総合メーカー。 
出所) 各社財務報告書をもとに筆者作成。 
 
 
 
図 1-4 利益率上位 10 社（平成 27-28 年） 
 
注)黄色：専業メーカー 青色：総合メーカー。 
出所) 各社財務報告書をもとに筆者作成。 
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また、近年の流れとして、電子部品産業の車載事業への傾斜が挙げられる。図 1-5 は、
自動車部品出荷額に占める電装品・電子部品、照明・計器など電気・電子部品出荷額の占
める割合の推移を示したものであるが、このグラフが示すように 2012 年より電装品・電子
部品などの占める割合が上昇しており、近年ではその割合が 30％以上を占めている。 
 
 
図 1-5 自動車部品出荷額に占める電気・電子部品の割合推移 
 
   
出所）一般社団法人日本自動車部品工業『自動車部品出荷動向調査結果』のページ 
 （ http:/ /www.japia.or. jp/research/foword.html）をもとに筆者作成。 
 
自動車の電装化が進む中で、大手電子部品メーカーの動きも顕著となっている。図 1-6
は、大手電子部品メーカーの全売上高に占める自動車関連の売上高の割合を比較したもの
である。2016 年に対して、2 ＴＤＫでは自動車関連部品の割合がほぼ 2 倍に推移し、日本
電産も自動車向け各種モーターなどの売上増により 2 倍弱の伸びとなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
2 比較対象年は構造改革などに伴うセグメント変更などにより、企業ごとに異なる。 
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図 1-6 主要電子部品メーカーにおける車載向け製品の占める割合の比較 
 
出所) 各社財務報告書をもとに筆者作成。 
 
このように電子部品産業は、モジュラー化が進む民生市場の縮小を受け、安定的な収益
確保のために、より製品ライフサイクルが長く、長期の生産計画に基づく受注が可能な車
載市場へシフトする傾向が強くなっている。 
 
 
(2) 問題意識 
 
統合型アーキテクチャである自動車産業では、汎用部品が少なくその多くは企業専用ま
たは特殊部品とされる（藤本・具・近能 2006, p. 68）。電子部品メーカーは、車載事業を強
化することによって、顧客ごとのカスタム設計を余儀なくされることになるが、これはも
う一つの主要ビジネスである民生分野において汎用品を開発してきたこととは異なる課題
となる。 
電子部品は、電子産業というモジュラー型アーキテクチャの最終製品に向けて、最適設
計された部品である。それゆえ、これまで主に汎用性の高い部品を開発してきた。一方、
自動車のアーキテクチャはインテグラル型であるために、電子部品メーカーは特定の顧客
向けの専用部品を開発しなければならないことになる。近年における顧客のアーキテクチ
ャの変化は、電子部品メーカーの開発体制にどのような影響を与えるのか。この疑問に対
して、製品アーキテクチャと開発組織の適合性に着目し、車載部品取引を拡大している電
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子部品メーカーが、その特性を活かしてどのようにアーキテクチャの位置取りを工夫し、
その位置取りに見合った開発組織を編成しているのかについて、専業メーカーと総合メー
カーの事例分析を通じて明らかにしていく。 
 
第２節 先行研究の検討 
ここでは、電子部品産業におけるアーキテクチャ戦略や製品開発体制についての先行研
究を中心に整理してみたい。第 1 項では、本研究の理論的枠組みとなるアーキテクチャ戦
略について述べる。続く第 2 項では、製品アーキテクチャと製品開発組織との関連性に関
する先行研究について論ずる。第 3 項では、車載部品取引を通じたメーカーとサプライヤ
ーの協業関係について述べ、第 4 項では、本稿の分析対象である電子部品産業における位
置取り戦略と製品開発体制について検討する。さらに第 5 項では、これらの先行研究を踏
まえた上で、その達成と限界について述べる。 
 
 
(1) アーキテクチャ戦略 
 
製品アーキテクチャとは、「どのようにして製品を構成部品や工程に分割し、そこに製品
機能を配分し、それによって必要となる部品・工程間のインターフェースをいかに設計・
調整するかに関する基本的な設計構想」のことである（藤本, 2001, p.4）。これは大きく、
モジュラー型とインテグラル型の二つに区別される（Ulrich, 1995，p.422; 青島・武石, 2001，
p.33; 藤本, 2001, p.4）。 
モジュラー型とは、製品の構成要素と製品機能が一対一で対応しており構成要素間の相
互作用は低く、そのため予めモジュールとして設計された部品を組み合わせることで完成
することができる。部品やモジュール間のインターフェースが予め明確に定義されること
で、統一化されているのが特徴である。一方、インテグラル型は、製品の構成要素と製品
機能が一対一対応ではなく複雑な対応をしており、部品設計において微調整しながら最適
設計を実現する必要がある。 
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藤本（2001）が行ったアーキテクチャの観点から産業特性の違いに着目した分析によれ
ば、日本企業は密なコミュニケーションや調整などを得意とし、これらの強みを自動車な
どのインテグラル・アーキテクチャの製品に活かしやすいとされる。一方、米国企業は、
パソコンなどのモジュラー・アーキテクチャの製品にみられるように、インターフェース
の標準化を行い、擦り合わせが不要となる工夫を行うことで、企業は各モジュラーの開発・
製造に専念すれば良く、それらを連結することで急速な事業展開が可能となることを示し
ている。概して、組み合わせの能力が求められるのがモジュラー型製品で、擦り合わせ能
力が求められるのがインテグラル型製品とされ、日本企業は擦り合わせ能力が高くインテ
グラル型製品の開発において強みを発揮しているとされる（藤本, 2001, p.11）。 
モジュラー型とインテグラル型は、さらに表 1-2 に示すように業界全体でインターフェ
ースが標準化されている「オープン」と、企業内でインターフェースなどが完結している
「クローズド」に分けられる。 
 
表 1-2 設計情報のアーキテクチャ特性による製品設計 
 部品設計の相互依存性 
インテグラル（擦り合わせ） モジュラー（組み合わせ） 
企
業
を
超
え
た
連
結 
ク
ロ
ー
ズ
ド
（
囲
い
込
み
） 
クローズド・インテグラル 
例：乗用車 
オートバイ 
軽薄短小型家電 
クローズド・モジュラー 
例：メインフレーム 
工作機械 
レゴ（おもちゃ） 
オ
ー
プ
ン 
（
業
界
標
準
） 
 オープン・モジュラー 
例：パソコン 
パッケージソフト 
新金融商品 
自転車 
出所）藤本（2003, p.13）。 
擦り合わせ技術（インテグラル）を用い、設計ルールが社内で閉じられた（クローズド）
状態で開発された製品の代表は自動車とされる。また、組み合わせ（モジュラー）によっ
てクローズド状態で開発された製品には、工作機械などが分類される。一方、インターフ
ェースが業界で標準化された（オープン）組み合わせ（モジュラー）型製品には、パソコ
ンなどが分類される。 
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製品アーキテクチャを把握するには、その階層性に着目する必要がある。藤本（2003）
は、例えばある製品を生産する場合、それを構成するコンポーネント内部のアーキテクチ
ャと、その上位システムである製品との相互依存性の有無を見る外部のアーキテクチャと
いう視点があるとし、完成品と部品とではアーキテクチャが異なることを指摘している。
さらに、異なるアーキテクチャについては比較優位を持つ国が異なることから新宅（2009）
は、アーキテクチャの階層性は国際分業をももたらすとしている。  
新宅（2009, pp. 42-43）によれば、製品アーキテクチャがインテグラル型かモジュラー型
かは同じ製品でも地域や時代によって変化するとし、その経済システムや制度、文化の相
違によって得意なアーキテクチャは異なるとした。例えば、中国は市場・産業ともに携帯
電話、ＰＣやＤＶＤプレーヤーなど製品設計がモジュラー化している分野に強みがあると
している。一方で日本は、自動車のようにインテグラル型製品に強みがあるとし、製品ア
ーキテクチャは後発国のキャッチアップについて重要な影響を与えていると説明している。
しかし、モジュラー化は全面的に生じているのではなく、ＤＶＤプレーヤーを例に挙げれ
ば、部品、部材のモジュラー化が進み、それらを購入してくれば中国の新規参入企業でも
容易に生産できる一方で、光ピックアップ・ユニットなどの部材そのものの中には技術が
封じ込められ、その結果部材については後発国のキャッチアップが難しくなっていること
を指摘している。つまり、モジュラー化や擦り合わせがどこで起こるかは、領域、階層ご
とに異なるために、結果としてモジュラー化された製品は後進国への移転が進み、個別モ
ジュールは先進国に残るという分業関係が成立することを明らかにしている。 
藤本（2003）は、製品アーキテクチャの概念に基づいた戦略を二つ提示している。一つ
は、「アーキテクチャの両面戦略」である。これは、基本的にはアーキテクチャは企業にと
っては所与として、組織能力の拡充や組み換えを図る戦略とされ、「得意なアーキテクチャ
では従来の組織能力をさらに蓄積・活用し、苦手なアーキテクチャでは提携や自主的学習
によって組織能力を転換する」（藤本, 2003, p.17）とされる。たとえ専業企業や単一事業部
であっても、得意なアーキテクチャと不得意なアーキテクチャの製品を同時に抱え込んで
いる場合もあり、複数の戦略を使い分ける必要があることも指摘している（藤本,2002, p.34）。 
もう一つは、これとは逆の発想となる「アーキテクチャの位置取り戦略」である。これ
は、自社の組織能力と市場環境の構造を前提として、アーキテクチャの視点に基づき最適
な位置取り（ポジショニング）を工夫することで、より高い利益創出機会を得る戦略であ
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る（藤本, 2003, p.17）。この戦略は、顧客製品のアーキテクチャと自社製品のアーキテクチ
ャの対応関係によって決定される。 
では、アーキテクチャの位置取り戦略とは、具体的にどのような戦略を言うのであろう
か。藤本（2004）は、表 1-3 に示すように自社のアーキテクチャとそれを組み込む顧客の
アーキテクチャを区別し、それぞれモジュラー型とインテグラル型に分けて 4 つの基本ポ
ジションに分類した。これらの戦略は、「中インテグラル・外インテグラル」、「中インテグ
ラル・外モジュラー」、「中モジュラー・外インテグラル」、「中モジュラー・外モジュラー」
の 4 つのタイプに分類される。 
各々の位置取りの特徴について見てみると、表 1-3 の左上に位置する「中インテグラル・
外インテグラル」は、製品自体がインテグラル型として設計・開発されているが、顧客の
製品・システムもまたインテグラル型であり、顧客専用のカスタム品として販売される。
自社製品が顧客の特注品となるために量産効果が期待できない上に、顧客側が製品・工程
情報を握りやすく、転用も制限されるため価格設定権にも限界が生じる。この位置取りは、
高い収益性の達成が難しい位置取りであるため、能力構築の道場としての意味合いを持っ
ている（藤本, 2003, p.19）。 
 
表 1-3 アーキテクチャの位置取り戦略 
 顧客のアーキテクチャ（製品・システム） 
インテグラル モジュラー（オープン） 
自
社
の
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
（
製
品
・
工
程
） 
イ
ン
テ
グ
ラ
ル 
中インテグラル・外インテグラル 
自動車部品の大部分 
ベアリングの大部分 
他 多数 
 
中インテグラル・外モジュラー 
インテル（CPU） 
シマノ（自転車ギア） 
村田製作所（コンデンサー） 
マブチ（モーター） 
信越化学（シリコン） 
他 
モ
ジ
ュ
ラ
ー
（
オ
ー
プ
ン
） 
中モジュラー・外インテグラル 
GE（ジェットエンジン） 
デンソー（ディーゼル部品） 
キーエンス（計測システム） 
ローム（カスタム IC） 
他 
中モジュラー・外モジュラー 
DRAM 
汎用樹脂 
汎用鉄鋼製品 
他 
出所）藤本（2004, p.270）。 
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右上（表 1-3）の「中インテグラル・外モジュラー」は、製品自体はインテグラル型とし
て設計・開発されているが顧客側の製品・システムはモジュラー型となる。その製品を複
数の顧客に汎用品・標準品として販売することができるため、量産効果も期待できる上に、
顧客に対して製品・工程情報をブラックボックス化しやすく、価格設定権も大きい。その
ため「中インテグラル・外インテグラル」の位置取りと比較すると、より高い収益性が可
能となる。インテル（CPU）、シマノ（自転車ギア）、村田製作所（コンデンサー）、マブチ
（モーター）などがこの位置取りに挙げられている（藤本, 2003, pp.18-19）。 
左下（表 1-3）の「中モジュラー・外インテグラル」は、製品自体は既存部品を上手く組
み合わせたモジュール型として設計・開発されているが、顧客の製品・システムはインテ
グラル型となる。共通部品や標準部品を子部品として活用することでコスト競争力が高く
なり、それらを上手く組み合わせてカスタム品を作ることで、顧客の特殊なニーズに最適
設計で対応しようというものである。GE（ジェットエンジン）、キーエンス（計測システ
ム）などがこの位置取りに挙げられている（藤本, 2003, p.19）。 
右下（表 1-3）の「中モジュラー・外モジュラー」は、その製品自体も顧客側もモジュラ
ー型のアーキテクチャとなる。設計の合理化により共通部品・標準部品を活用し、顧客に
も標準品として販売するため量産効果を得やすい。ただし、この位置取りでいるためには、
コスト競争力を追求しなければならなくなり、規模の経済が収益性に結びつくため、相当
な財力や経営資源の急速な展開能力がないと難しい（藤本, 2003, p.19）。 
林（2004）も、電子部品企業の位置取りを社内で行われている擦り合わせ程度と社外で
行われる擦り合わせ程度によって、2 軸で分けて 4 つのマトリクスに分類している。この
分類によると、社内外での組み合わせが「モジュール型」と「擦り合わせ型」の企業は収
益性が高いとし、例えばロームやヒロセ電機などは顧客に対してはカスタマイズしながら
も、社内では「モジュール化」が行われていることを指摘している。 
日本企業はインテグラル型のアーキテクチャに対応した組織能力において優れていると
言われているが、そのことが自動的に企業としての高い収益性に結び付くわけではない。
自社もしくは顧客のインテグラル型アーキテクチャに対応した組織能力を活かしつつ高い
利益を上げるためには、むしろ「中インテグラル・外モジュラー」あるいは「中モジュラ
ー・外インテグラル」という位置取りの方が有利とされている（藤本, 2003, p.21）。 
 
 
17 
 
(2) 製品アーキテクチャと開発組織の関係 
 
（1）では、製品の基本的な設計思想であるアーキテクチャの基本的概念を紹介してきた
が、ここでは設計思想が組織構造にもたらす影響について検討してみる。 
Henderson and Clark（1990）は、構成要素に用いられる技術を維持したまま、構成要素間
の組み合わせ（製品アーキテクチャ）だけを変化させるイノベーションを、アーキテクチ
ャル・イノベーション（architectural innovation）と定義し、既存企業がこのようなイノベー
ションの変化に対応できない理由を明らかにした。Henderson 他（1990）は、知識をコンポ
ーネント知識とアーキテクチャ知識の二つに分類し、アーキテクチャル・イノベーション
にはアーキテクチャ知識の変革が必要とされることを示した。しかし、このアーキテクチ
ャ知識は、コンポーネント知識とは対照的に組織内で暗黙的になる可能性があるため、変
革が困難になることも指摘している。新規参入企業はアーキテクチャル・イノベーション
を活用するにあたって、アーキテクチャ知識を新たに築く必要はあるものの、従来のアー
キテクチャ知識に影響を受けることがない。一方、既存企業は新規のイノベーションへの
投資を行うことで既存技術の拡大を徐々に図り、組織内のアーキテクチャ知識へのインパ
クトを過小評価する可能性があるとしている。そのため、既存企業は従来のアーキテクチ
ャ知識に基づいて判断する傾向があり、アーキテクチャの変化をもたらすイノベーショへ
の対応が難しくなっていることを説明している。このことから、アーキテクチャ知識の変
化は既存の開発組織を古いものにし、その組織の再編成を求めているものだと理解できる。 
また、Von Hippel（1990）は、製品を構成するコンポーネント間の相互依存性の違いに着
目し、設計タスクの分割（task partitioning）を論じた。さらに、分割の仕方の違いによって
はイノベーションの成果と効率性に異なる影響を与えるとし、企業が効率的な製品開発を
行うためには、開発の早期段階から適切な製品構造（アーキテクチャ）を把握し、タスク
分割とうまく連携させる必要があることを指摘している。 
一方、Sanchez and Mahoney（1996） は、製品設計と組織設計の両方からモジュール化の
概念を論じている。Sanchez 他（1996）は、製品アーキテクチャと組織の適合性について、
「一見すると組織は製品を設計しているが（組織が製品を表面上設計するが）、同時に製品
が組織を設計していると論じることはできる。その理由は、特定の製品設計が暗黙の前提
としている調整作業は、それらの製品を開発して生産するための実現可能な組織設計をか
18 
 
なりの部分で決定しているため、同時に製品設計組織を論じているとすることもできる」
（Sanchez 他, p.64）と説明している。 
製品設計においては、構成要素が「緩やかに結合されている（loosely coupled）」のか、あ
るいは「密接に結合されている（tightly coupled) 」のかという度合いは、ある部品の設計
の変更が他の部品の設計変更の補償を必要とする程度に依存するとしている（Sanchez
他,1996, p.65）。Sanchez 他によれば、モジュラー型製品は、構成要素間の相互依存性が緩や
かか標準化されているために、コンポーネントを開発している組織や部門間での相互調整
を必要としない一方で、インテグラル型製品は構成要素間の相互依存性が緊密なため、コ
ンポーネントを開発している組織や部門での相互調整が必要となる。このことは、モジュ
ラー型製品の開発にはモジュラー型の組織が適合し、インテグラル型の製品にはインテグ
ラル型の組織が適合する背景を示していると考えられる。 
青島・武石（2001, p.65）は、モジュラー化によって構成要素間の相互依存性が著しく簡
素化されている場合には、接合部分の形状が標準化されているために、開発および生産に
おいても複雑な調整作業は必ずしも必要とされず、統合や調整作業を行うために組織単位
を設定することは、機会費用の高い無駄な活動としている。また、製品システムに関する
情報が公開され社会的に共有されているにも関わらず、開発活動をすべて組織内に抱え込
もうとするのは、規模の経済性を阻害するという意味で非効率であるとしている。つまり、
少なくとも静態的には経済合理性が高いという理由から、組織アーキテクチャは製品や生
産システムのアーキテクチャと同型化する傾向にあることを説明している。 
また、これらのことは韓（2000）や韓・近能（2001）が行った自動車部品開発の実証研
究でも明らかにされている。韓（2000）は、製品アーキテクチャ特性の異なるエアコンと
ラジエータの製品開発パターンを比較分析した。エアコンは、完成車内の他の多数の部品
と密接かつ複雑な関係を持つことから外的相互依存性が高く、内的にも複数の子部品は構
造的・機能的に複雑な関係を持つことから、高い内的相互依存性があるとした。一方、ラ
ジエータは、エンジンとは取付部を中心に機能的・構造的に相互独立的に設計できるよう
になっており、完成車との間の相互依存性は低く、また内的には子部品同士の相互依存関
係も低いとした。韓（2002）は、エアコンを「外的・内的相互依存性の高い製品」、ラジエ
ータを「外的・内的相互依存性の低い製品」と位置づけ、エアコンのように外的相互依存
性の高い部品の場合には、部品メーカーと完成車メーカー間で常に緊密な相互調整を図っ
ていくことが必須であり、関連する各部門間での調整も必要になってくるとした。一方で、
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ラジエータのような相対的に相互依存性の低い部品の場合には、企業間で相互調整を図っ
ていく必要は非常に少なく、企業内部間の調整の必要性も少なくなるとし、効果的な製品
開発パターンは製品アーキテクチャの特性によって異なることを明らかにした。このこと
は、ラジエータのようなモジュラー型の製品にはモジュラー型の組織が有効となり、エア
コンのようなインテグラル型の製品には、インテグラル型組織が有効的であることを論じ
ていると理解することができる。 
同様に韓・近能（2001）も自動車部品をケースとし、コンビメーターをモジュラー型製
品、カー・エアコンをインテグラル型製品と特徴づけ、企業間及び企業内の調整メカニズ
ムを分析し、これら二つの製品における調整メカニズムの違いは、アーキテクチャ特性の
違いに深く関わっていることを明らかにした。韓（2002）の研究と同様に、この研究も製
品アーキテクチャと組織アーキテクチャの適合性を論じていると理解できる。 
インテグラル・アーキテクチャの製品は、インテグラル型の組織と適応関係にあること
を議論した代表的な研究として、Clark & Fujimoto（1991）の自動車産業における製品開発
組織とパフォーマンスに関する日米欧のメーカーで行われた実証的な分析が挙げられる。
Clark 他（1991）の研究では、内的統合と外的統合の程度の相違によって、製品開発組織は
「機能別組織」、「軽量級プロダクト・マネジャー」、「重量級プロダクト・マネジャー」、「プ
ロジェクト実行チーム」という 4つのタイプに分類され、日本のメーカーでは製品の総合
商品力（TPQ）、開発リードタイム、開発生産性ともに「重量級プロダクト・マネジャー」
を設けている開発組織が比較的高い成果をあげていることを明らかにした。それは、「重量
級プロダクト・マネジャー」がプロジェクト・チーム間の効果的な連携調整に関わる内的
統合と、製品を顧客ニーズに適合させる外的統合を高いレベルで結び付けているためであ
り、「製品の首尾一貫性」が極めて重視される自動車のような統合型の製品アーキテクチャ
の場合には、製品全体のまとまりを維持するために部門間調整を行う機能を有した統合型
組織が適合すると考えられている。Clark 他の研究は、「製品の首尾一貫性」を達成するた
めの開発組織の特徴について明らかにしており、このことからインテグラル型の製品アー
キテクチャに適合的なインテグラル型の製品開発組織を論じたものだと理解できる。 
製品アーキテクチャのモジュール化という観点から、製品アーキテクチャと組織の相関
関係について分析した研究もいくつかある。 
Langlois and Robertson（1992）は、据置型ステレオ・オーディオ機器産業とマイクロコン
ピュータ産業の事例分析から、モジュラー化が産業にもたらす影響について述べている。
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これらの産業では、モジュラー化によってコンポーネント間の相互依存性が減少し、イン
ターフェースの統一化が図られるようになったため、これらを自由に組み合わせた開発が
可能となった。このような流れを受け企業は、特定のコンポーネントに特化した生産・開
発活動を行うようになり、結果的にコンポーネントレベルでのイノベーションが創出され
ることになる。このことは、複数のコンポーネントを一社内ですべて保有して垂直統合を
進めていく企業よりは、特定のコンポーネントに特化した企業のほうが競争力は高まるこ
とを意味しており、モジュラー化の進展により組織構造は、日本の自動車産業のような垂
直統合型の構造から、分散型ネットワーク（Decentralized networks）となることを示してい
る。 
モジュラー・アーキテクチャの製品は、モジュラー型の組織と適応関係にあることを議
論した代表的な研究として、Baldwin & Clark（2000）の研究がある。この研究の中で Baldwin
他（2000）は、設計構造とタスク構造の基本的同形性（fundamental isomorphism）という理
論を展開している。設計構造行列（DSM，Design Structure Matrix）においては、設計構造
がいくつかの設計パラメータ（素材、高さ、公差）などに分けられリスト化（一覧表）さ
れる。階層性は第一パラメータ（開始パラメータ）の列と第二パラメータ（結果パラメー
タ）の行が交差する位置に表れ、相互依存性（interdependencies）は行列の対角線を挟んで
対称的な位置に現れる。タスク構造行列（TSM,Task Structure Matrix）は、設計タスク間の
優先関係の見取り図であり、Baldwin 他は各パラメータ間に相互依存性があるならば、各
パラメータを決定する設計タスク間にも相互依存性が生じるという基本的同形性という考
え方を紹介した。このことは、設計アーキテクチャと組織アーキテクチャは一致するもの
として、モジュラー型のアーキテクチャの場合にはモジュラー型の組織になりやすく、一
方でインテグラル型のアーキテクチャの場合にはインテグラル型の組織になりやすいこと
を示していると考えられる。 
また、製品アーキテクチャの変化と組織との関係性に関する研究も行われており、例え
ば楠木・チェスブロウ（2001）は、製品アーキテクチャのシフトとその変化に対する組織
戦略について、ハードディスク産業の事例分析を通じて明らかにしている。この研究の中
で楠木他（2001）は、競争優位を確立するためには、製品アーキテクチャと組織形態が適
合する必要があるとし、アーキテクチャがモジュラー化されている時には、バーチャル組
織が適合するとした。また、コンポーネント・レベルでの技術イノベーションがモジュラ
ー段階へシフトした後に、再度インテグラルへ逆シフトしていくことで製品アーキテクチ
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ャの変化を引き起こすことを示しており、製品アーキテクチャの変化は傾向ではなくサイ
クル型であると指摘している。 
同様に Fine（1998）は、DNA の分子構造をヒントに、巨大企業によって縦に統合された
企業のつながりと、横に分散する無数の革新的企業のつながりというビジネスにおける二
重らせん構造を提唱した。これら革新的企業は、巨大企業が参入してこないニッチ市場の
獲得に向けた市場競争を行い、その結果、縦に統合された企業のつながりを解体して横並
びに構造を変える。つまり、水平/モジュール構造を進める方向に働くとしている。一方で、
産業構造が横並び構造（水平型）になると、優位に立つ部品メーカーの影響力や個々の企
業による特殊技術の開発に刺激されて、企業のつながりを縦に再統合しようとする別の力
が働くとしている。つまり、垂直/統合化を進める方向に働くとしている。Fine（1998）は
様々な産業を事例に、この二重らせん構造におけるこれら二つの力はそれぞれが推移・循
環しており、組織も柔軟に変化させる必要性を述べている。 
一方で、製品アーキテクチャと組織アーキテクチャには明確な関連性がないという研究
もある。 
例えば、Hoetker（2006）は、1992 年から 1998 年における革新的な液晶ディスプレイを
搭載しているノート PC メーカーとサプライヤーとの取引関係を分析した。ノート PC の主
要コンポーネントである液晶ディスプレイは、競合企業とは画面サイズと解像度で競い合
っていた。画面サイズが拡大するとより多くの電力が消費され、急速にバッテリが消耗さ
れるため、バッテリ、関連するハードウェアやソフトウェアなどを変更する必要がある。
そのため画面サイズの改良は、他のコンポーネント間の相互依存性が強いため、ノート PC
全体の再設計が求められる。一方、解像度を改良するという課題は、他のコンポーネント
とは相互依存性が低いため、ディスプレイ側の開発のみで対応できる。Hoetker（2006）は、
より大きいディスプレイを搭載したノート PC をインテグラル型とし、高い解像度のディ
スプレイを搭載したノートPC は、よりモジュラー型として各々の取引関係を調べた。 
定量調査の結果、企業はサプライヤーの技術的能力が高い程、そのサプライヤーを選ぶ
傾向があり、モジュール化によって企業が組織をより自由に再編成することが可能となる
が、モジュール化は企業が内製あるいは外注を決定することには明確に寄与していないと
した。つまり、企業内における様々な業務の内製化あるいは外注化の決定と、モジュラー
化とインテグラル化というアーキテクチャのタイプとの間には、統計的に明確な適合関係
はあるとは言えないことを説明している。 
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しかし、モジュラー化やインテグラル化と内製化や外注化は、もともと強く結びついて
いるわけではなく、開発組織がモジュール型かあるいはインテグラル型かということと、
内製あるいは外注するのかは別の問題である。確かにモジュール設計の方が外注しやすい
が、モジュールであっても IBM が行った IBM/360 の設計のように高度にモジュラー型の
製品であっても社内で設計している場合もあり（Baldwin & Clark, 2000）、逆に日本の自動
車産業のようにインテグラル型でも外注し、その上で長期継続取引関係を構築している場
合もあるため、批判は十分ではないと考えられる。 
さらに、アーキテクチャと開発組織のデザインについての国際比較も行われている。都
留・守島（2012）は、日中韓を代表する液晶テレビメーカー3 社における製品戦略、製品ア
ーキテクチャの選択、開発プロセス、およびプロジェクトマネージャーとの関係について
比較分析を行った。調査の結果、3 社では開発方式がそれぞれモジュラー型かあるいはイ
ンテグラル型かの二者選択ではなく、自社の製品戦略に合わせて最適な選択を行うことを
常に意識しており、競争戦略、製品戦略そして組織能力が大きく影響していることを明ら
かにしている。また、3 社の共通点として、機能部門横断的なプロジェクトチームを編成
している点を挙げている。都留他（2012）は、製品開発組織は単にその製品の特徴によっ
て決定されるものではなく、経営資源や製品市場などの環境条件に応じて、企業が開発組
織のデザインを戦略的に選択していることを示している。 
 
 
(3) 自動車メーカーと部品サプライヤーの協業関係 
 
これまで日本の自動車産業の競争優位は、単に開発における技術的な優位性だけではな
く、開発と生産を含めた独自の部品取引関係にあるとの研究が多くなされてきた。近年、
電子部品産業は車載市場への積極的な参入を行っているが、従来の民生市場向けの取引と
は異なることが予想され、車載部品取引の実態を理解しておくことは重要である。本項で
は、特に自動車メーカーによる部品サプライヤーへの設計外注、自動車メーカーとの共同
開発を含む部品取引や、サプライヤーの能力構築に関する先行研究を中心に検討する。 
浅沼（1997）は、日本の企業間関係には長期継続に基づく取引関係があることを見出し、
部品取引において使用される設計図面の違いによって、「貸与図方式」と「承認図方式」と
に分類した。「貸与図方式」は、完成車メーカーが部品の設計を行い、サプライヤーに設計
23 
 
図を貸与して製造を行わせる方式とされる。一方、「承認図方式」は完成車メーカーが仕様
を提示し、その仕様に適合するような部品をサプライヤー側が開発し、設計図を作成の上、
完成車メーカーからの承認を受け部品を製造する方式とされ、サプライヤー分類の重要な
指標とした（浅沼, 1997, p.187）。 
藤本（2001）も、「承認図方式」と「貸与図方式」の区分は浅沼（1997）と同様としなが
らも、中間形態として「委託図方式」があることを明らかにしている。これは、図面の所
有権や品質保証責任に関しては「貸与図方式」と同じとしながらも、実際の作業分担では
部品メーカーが製品設計を行うという意味で「承認図方式」に近いとしている。このよう
に、自動車メーカーとサプライヤーとの取引関係の深まりを、製品開発への関与に注目し、
図面の方式を指標として用いた研究がなされてきた。 
浅沼（1994）は、「複合関係的契約」という普遍的な概念を構築し、こうした概念的枠組
みは特に日本において見られるとした。これは、所与の品目の所与のモデルを一定期間に
わたり継続的に納入する関係を管理している「単純関係的契約」とは異なり、「あるサプラ
イヤーと、ある中核企業との間に張られる、時間的にみて前後関係にある複数の、それぞ
れ単純関係的契約で管理されている納入関係を、全体として管理している契約的枠組み」
と定義している（浅沼, 1994, p.104）。このことから、日本の長期継続取引においては、部
品サプライヤーはメーカーとの取引の都度評価されるのではなく、会社全体として評価さ
れていることが分かる。 
また、浅沼（1997）はメーカーと部品サプライヤーの間では、安定的な取引を通じて形
成された「関係的技能」が作用することを明らかにしている。この「関係的技能」とは、
「サプライヤー組織として持つ能力のうち、特定顧客のニーズまたは要請に効率的に対応
して供給を行いうる能力」と定義され（浅沼, 1997, p.12）、この能力がメーカーとサプライ
ヤーの取引方式の選択に影響を与えているとした。その上で、「関係的技能」は基層と表層
から構成され、前者は一般的な技術的能力を意味するが、後者はメーカーとの取引を通じ
て獲得される学習の蓄積に対応するものだとした。メーカーとの取引を通じて獲得される
学習の蓄積に対応する表層の技能は、特定メーカーとの取引においてのみ高い価値を持つ。
サプライヤーは、この「関係的技能」を向上させることで完成品メーカーから高い評価を
受けることになり、より高度な設計開発をメーカーから任せられるようになることで、自
社に優位性をもたらす取引が可能となるのである。 
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特に近年は、自動車メーカーの開発に際してサプライヤーがより開発の上流から参加す
る動きが注目されている。まずは、設計開発に先立つ先行開発への関与である。植田（1995）
は、部品メーカーの開発プロセスと開発体制を分析し、これらの部品メーカーは自動車メ
ーカーからの具体的な開発・設計要請に先行した研究・開発を行っており、極めて開発の
早い段階から自動車メーカーとの緊密な関係性が生まれていることを指摘している。さら
に、藤本・具・近能（2006）の一次自動車部品メーカーを対象とした自動車産業における
部品取引に関する調査や、近能（2008）が行った「電子・電気部品メーカー」と「その他
部品メーカー」を比較した定量分析でも、「電子・電気部品メーカー」の方が、先端的技術
の開発段階から自動車メーカーと積極的な協業体制を構築していることを明らかにしてい
る。また、これら先行開発への関与が日系部品メーカーと VW や現代自動車との間でも行
われていることは、王（2016, 2017）によっても示されている。 
アーキテクチャと取引特殊的投資の関係性について藤本（2009）は、ある製品の製品・
工程アーキテクチャがインテグラル寄りである場合には、その製品の機能と構造の対応関
係は複雑化するため、必要な機能をインテグラル・アーキテクチャの人工物（設計された
事物）によって調達しようとするために、モジュラー・アーキテクチャの場合よりも取引
費用を多く払う必要が生じるとしている。また、製品自体が差別化されていれば、より取
引特殊的でもあるとし、アーキテクチャがインテグラル寄りの場合には、全部品に占める
特殊部品の割合が増えるため、機会主義（交渉力を用いて取引相手の弱みに付け込むこと）
コスト、あるいはその回避コストが高くなると述べている（藤本, 2009, p.11）。これらのこ
とから、製品がインテグラル寄りの場合には、モジュラー・アーキテクチャの場合よりも
取引特殊的になるとし、自動車のようなインテグラル・アーキテクチャの製品の場合には、
長期継続取引が可能となるが、その反面取引特殊的とならざるを得ないと指摘している。 
 
 
(4) 電子部品メーカーのアーキテクチャ戦略と製品開発体制 
 
ここでは、具体的に日本の電子部品産業を対象とした研究において、アーキテクチャ戦
略と製品開発体制についてどのような議論がなされているのか検討する。電子部品産業の
アーキテクチャ戦略や製品開発体制については、いくつかの個別の実証分析が行われてお
り、本項ではそれらの体系的理解に努めたい。 
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はじめに、高収益企業の一つである村田製作所に関する研究について見てみる。 
林（2003）は、村田製作所の強みについて、セラミック・コンデンサという汎用品の用
途拡大を進めながら、原価計算を仮想的に行う「マトリックス経営」によって長い生産工
程においても収益性を的確に把握し、コスト競争力を確保していると述べている（林, 
2003, p.45）。 
また、佐伯（2007）は同社の競争力を生む要因の一つとして、原材料からの一貫生産と
生産設備の内製化を挙げ、「技術の垂直統合」型の企業としてこれら垂直に連鎖する異種技
術の相互作用によって、技術のブラックボックス化を実現していることを指摘している（佐
伯, 2007, p.201）。 
村田製作所の製品開発について徳田（2007）は、早期の段階から顧客とのコラボレーシ
ョンを行う「ESI（Early Stage Involvement）」を技術戦略の柱の一つとして掲げ、この活動
によって顧客ニーズに対応した独自の部品を開発することができる組織能力を育んできた
としている（徳田, 2007, p.30）。 
中川（2010）は、このような顧客との技術的協業を通じて開発した製品を業界標準とし
てきたことが、同社の競争優位としている。日本では 1970 年代から電気製品の軽薄短小化
が契機となり、完成品企業と部品企業が製品開発や技術開発で協力するようになった背景
がある。安定したチップ部品の表面実装を実現するためには、部品と完成品企業の実装機
の相性を検討する必要があり、村田製作所はＴＤＫらとともに、実装プロセスや実装後に
起こる不具合の解決を顧客とともに進め、積層チップセラコンの外部不良の割合を低く抑
えることに成功した。これにより安定的な量産が達成され、同社のセラコンは協業を行っ
た企業だけではなく、その他多数の民生用完成品企業にも採用されることになった。この
顧客協業形態は 1990 年代に確立されたが、今度は顧客の新製品開発においてもより複合
化された回路モジュールとしての提案を行い、回路モジュール単位でデファクト標準を獲
得する活動が積極的に行われるようになった。このような顧客との技術的競合体制を通じ
た業界標準の獲得は、同社の競争力の一因となっていると中川（2010）は指摘している。 
藤本（2003, p.19）が指摘しているように同社のセラミック・コンデンサは、材料、製造
工程、開発での擦り合わせを行って開発した高度な製品を多数の顧客に標準品として販売
する「中インテグラル・外モジュラー」の位置取りで、競争力を獲得しているパターンと
考えられる。 
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同じく高収益を実現しているキーエンスについての研究もいくつかある。藤本（2003, 
p.19）によれば、同社のセンサは顧客の製品がインテグラル型の製品であっても、社内共
通部品や業界標準部品を組み合わせて開発することで「中モジュラー・外インテグラル」
の位置取りを可能にし、独自の営業・販売体制や生産体制を連動させることによって、高
い収益性を維持している。 
高嶋（1998）は、キーエンスの製品開発における優位性を、多様な顧客ニーズを集約し
た上で、標準的・汎用的な製品を開発・販売する「標準化志向の製品開発」とし、効率的
な製品開発体制に加えて、生産システムにおいても生産を外部に委託する「外注生産」と、
標準品ゆえに需要量が予測できる「見込み生産」も優位性の一つとして挙げている。さら
に、営業・販売システムにおいても提案型重視の営業スタイルや、営業活動を通じて顧客
の潜在的な製品需要を吸い上げ製品開発へのフィードバックを可能にしている「直販体制」
を強みとし、これらのシステムが上手く統合されることによって、同社の競争力が創出さ
れていると説明している。 
延岡（2009）は、同社の特長として開発部門と営業部門が連携して付加価値を創出する
独自の仕組みを構築し、提案型の商品開発を実現していることを挙げている。営業担当が
顧客の製造現場に入り込み、顧客の顕在化したニーズだけではなく潜在的なニーズまでも
探り出し、それらをニーズカードなどにデータ化することで商品開発や商品企画にフィー
ドバックしている。センサ業界では代理店販売を主としている企業が多い中、同社は自社
に強力なコンサルティング営業体制を構築し、この仕組みを活用することで顧客にはコス
ト削減や生産性向上といった付加価値がもたらされ、営業部門はより質の高いコンサルテ
ィング営業に集中することができるとしている。 
さらに延岡（2011）は、キーエンスの商品開発が大きな付加価値を生むポイントの一つ
に「高付加価値汎用品化」を挙げ、特定の顧客向けの特注品は決してつくらず、特定の顧
客に限定されないように商品を横展開することで、市場における付加価値を創出している
と指摘している。 
これらのことから同社は、社内共通部品や業界標準品を組み合わせて開発する「中モジ
ュラー・外インテグラル」の位置取りに加えて、標準品を開発して複数の顧客に販売する
「中インテグラル・外モジュラー」の位置取りも抱えていると考えられる。 
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(5) 先行研究の達成と限界 
 
本項では、先行研究を論評しその達成と限界について述べる。 
これまでの先行研究では、製品の基本的な設計思想である製品アーキテクチャという概
念や、その発展的議論としてのアーキテクチャの位置取り戦略について議論されてきた。
また、アーキテクチャの視点から得られる最適な位置取りを工夫することで、企業は製品
開発の効率性を高め、より高い収益性を実現できることも検討されてきた。さらに、アー
キテクチャと開発組織についても、両者の間には相関性があることが既存研究では示され
てきた。例えば、Clark 他（1991）の自動車産業を事例とした研究に見られるように、イン
テグラル・アーキテクチャの製品を開発する場合にはインテグラル型組織が必要とされ、
他方 Baldwin 他（2000）のコンピュータ産業を事例とした分析に見られるように、モジュ
ラー・アーキテクチャの製品を開発する場合には、モジュラー型の組織が必要とされるこ
とが示されてきた。 
特に、最終製品がインテグラル型である自動車産業における取引においては、部品メー
カーには関係的技能への投資を含む取引特殊的投資が必要になることも、先行研究では述
べられてきた。これは、近年、部品メーカーによる完成車メーカーの製品開発への関与が
より上流で行われるようになったことで、サプライヤーと自動車メーカーとの相対での協
力的関係が、より長期的で強固なものになってきていることを理解する上で重要である。
この中で、サプライヤーがインテグラル型製品を自社が設計まで関与して開発する場合に
は、他の部品と設計を擦り合わせる過程においてより早期からの関与が必要となり、その
過程で必然的に関係特殊的投資が増加し、関係的技能を活用していくことになる。 
電子部品産業においては、村田製作所のように擦り合わせをして開発した高度な部品を、
多数の顧客に標準品として販売する「中インテグラル・外モジュラー」と、キーエンスの
ようにインテグラルな顧客製品に対して、社内の共通部品などを組み合わせて開発する「中
モジュラー・外インテグラル」という、事実上二つの位置取り戦略が見られる。つまり、
「中インテグラル」を所与として、特定の顧客だけではなく他の顧客へも提供できるよう
横展開することで、「外インテグラル」を「外モジュラー」にするよう努力している事例と、
「外インテグラル」を所与として、取引特殊的投資となる「中インテグラル」を避けて、
「中モジュラー」になるように開発の上で努力する事例が明らかになった。 
次に、これら先行研究における限界について述べる。 
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自社の製品アーキテクチャと開発組織の相関性については、これまでの研究で明らかに
されてきた。しかし、顧客製品のアーキテクチャと自社製品のアーキテクチャの対応関係
によって決まるアーキテクチャの位置取り戦略と開発組織の間にどのような関係性がある
のかについては、これまでの研究では十分に示されてこなかった。特に顧客がインテグラ
ル型の製品を持つためにカスタム部品の開発が必要になる場合には、取引特殊的投資の必
要性が大きくなり、長期継続取引が適合することが指摘されている。このことをアーキテ
クチャで言い換えれば、「外インテグラル」の場合には、最適設計への要求を満たすために
特定の顧客向けの専用部品を開発せざるを得なくなり、「中インテグラル」に誘導されやす
くなる。「外インテグラル」であれば、キーエンスや村田製作所などの先行研究に見られる
ように、サプライヤーとしてはコストがかかるカスタム開発を避けて、自社製品がモジュ
ラー型になる「中モジュラー」か、汎用化のために「外モジュラー」に向けて努力するこ
とが予想される。しかしながら、このような場合における位置取り戦略の選択基準や、そ
れらの位置取りに対応した開発組織の在り方については論じられていない。 
このことが先行研究の限界であり、これらの戦略の有効性と開発組織の在り方をさらに
検証する必要がある。 
 
第３節 本稿の課題と分析の枠組み 
(1) 本稿の課題 
  
ここでは、アーキテクチャの位置取り戦略と開発組織についての研究課題を設定する。
課題への取り組みを通じて、本稿の目的であるアーキテクチャの位置取り戦略と開発組織
の適合性について解明する。 
はじめに、第 2 節の先行研究の達成と限界を踏まえて、本稿の課題について述べる。 
顧客製品がモジュラー型かあるいはインテグラル型かというアーキテクチャの違いによ
って、企業が取るべき戦略も異なってくることは先行研究の検討でも示されてきた。自社
の優位性を発揮できる観点でのアーキテクチャ選択を考えた場合、顧客のアーキテクチャ
が自社のアーキテクチャに影響を与えるのかどうかも考えなければならない。そこで重要
なことは、顧客のアーキテクチャがインテグラル型の場合、それに対して部品メーカーが
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競争力を持とうとすると、自社のアーキテクチャがインテグラル型に誘導されやすいので
はないかということである。その理由として、顧客の製品がインテグラル型である場合に
は、最適なパフォーマンスを実現するために使用される部品もインテグラル型に誘導され
やすくなるからである。特に技術的な要求水準が高く特殊性がある場合には、部品メーカ
ーは自社の汎用品では対応できないため、最適設計せざるを得ないことから自社もインテ
グラル型になりやすくなる。 
一方で、カスタム品や特注品の開発はコストがかかるため、おそらく部品メーカーの立
場としては、モジュール化することによって顧客ニーズに対して最適な部品を供給する「中
モジュラー・外インテグラル」の方向に努力していくことが考えられる。あるいは、その
高いパフォーマンスを実現している自社製品を汎用化して他の顧客に組み込んでもらえる
ようにする、つまり「中インテグラル・外モジュラー」の方向に向けて努力していくのか、
そのどちらかに動機づけされるはずである。 
電子部品メーカーの先行研究からも「外インテグラル」の場合には、「中モジュラー」化
することで開発コストを下げるか、高度な部品をインテグラル・アーキテクチャで開発し、
事後的に多数の顧客に普及させ「外モジュラー」に転換させることが指摘されており、こ
の二つの戦略は顧客のアーキテクチャがインテグラル型になった時に起こるダイナミクス
の二つの可能性を示していると考えられる。 
その上で製品開発組織についても、同様の現象が発生しており、顧客のインテグラル型
の製品開発に向けて、当然自社も特定の顧客に特化したインテグラル型の製品開発組織を
編成することになる。そのような製品における完成品開発に部品メーカーが関与していく
ためには、専用部品を直接的には顧客と、間接的には顧客が使用する他の専用部品と擦り
合わせをしながら設計開発しなければならない。自動車メーカーへのゲストエンジニアの
派遣や共同開発などに見られるように、顧客と綿密な擦り合わせを行うためには顧客の製
品開発への相対の関与が必要になり、このような関係性を保持しながら関与していくため、
自社もインテグラル型組織を編成することになると考えられる。したがって、そこに対す
る投資は関係特殊的となり、そこで発揮される能力は特定の顧客に向けた関係的技能とな
るため、自社の開発組織も特定の顧客に向けて専用化されたインテグラル型に誘導されや
すくなると考えられる。 
しかし、部品メーカーの立場としては、顧客のアーキテクチャに影響されながらも、自
社製品をモジュラー型に向かわせる「中モジュラー」や、自社製品に汎用性をもたせる「外
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モジュラー」を実現しようと努力し、それらを反映した戦略的な組織対応を行うはずであ
る。 
これらのことから導きだされる本稿の研究課題を二つ設定する。一つ目は、インテグラ
ル・アーキテクチャの製品を持つ顧客の要請に対応しようとした場合のアーキテクチャの
位置取り戦略の動態的プロセスを解明することである。これは「外インテグラル」の場合、
顧客のアーキテクチャが自社のアーキテクチャに影響することが考えられ、特別な努力を
しなければ設計は「中インテグラル」になり、最適設計に向けた専用部品開発のためには
適応しやすい。しかしながら、「中インテグラル・外インテグラル」の位置取りでは高い収
益性をあげることは難しくなるため、企業はこの制約条件に適応するだけではなく制約条
件を踏まえながら、主体的に位置取り戦略を選択していく。このプロセスを考察する必要
がある。 
二つ目は、選択されたアーキテクチャ戦略に応じて、組織がどのように編成されるのか
解明することである。「外インテグラル」の場合、顧客のアーキテクチャが自社のアーキテ
クチャに影響し「中インテグラル」に誘導されやすくなるが、企業が自社にとって最適な
アーキテクチャの位置取りを選択する中で、その位置取りに適合した開発組織を編成する
必要があり、そのような組織とは具体的にどのような形態をとるのか明らかにすることで
ある。さらに、企業が同時に複数の位置取りを抱え込む場合に、まったく異なる製品開発
組織を複数持つとは考えにくく、複数の位置取りに対応した組織を編成する必要があると
考えられる。そのような組織についても事例を通じて考察する。 
これらの研究課題を設定した上で、次項では本稿の分析の枠組みについて述べる。 
 
 
(2) 分析の枠組み 
  
本稿では、製品アーキテクチャの位置取り戦略（藤本, 2003, 2004）の分類を分析の枠組
みとして、個別企業の独自の取り組みについて分析する。その中で、車載事業に傾斜する
電子部品メーカーがどのようにアーキテクチャの位置取り戦略を選択し、それに対応した
開発組織をどのように編成しているのか論ずる。 
図 1-7 は、これまでの先行研究に対する本稿の位置づけを示した概念モデルである。 
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図 1-7 アーキテクチャの位置取り戦略と開発組織の概念モデル 
     
注）I：インテグラル、M：モジュラー 
 
縦軸は自社のアーキテクチャを、横軸は顧客のアーキテクチャを示しており、また、点
線の矢印①および②はアーキテクチャのダイナミクスを示している。顧客のアーキテクチ
ャがインテグラル型になると自社もインテグラル型に誘導されやすくなるが、部品メーカ
ーとしてはコストがかかるカスタム対応は避け、「中モジュラー」あるいは汎用化のために
「外モジュラー」に変革したいと考えるのは必然である。その結果として、顧客のアーキ
テクチャからの影響と、自社のアーキテクチャ変革に向けた努力が製品開発体制には反映
されるはずである。つまり、顧客のインテグラル化の影響を受けて自社組織もインテグラ
ル（部門横断）型になりやすく、アーキテクチャの位置取り戦略に対応した組織というの
はまだ研究されていないことから、事例として検討しておく必要があると考える。 
さらに、これらの分析を行うためには、専業メーカーと総合メーカーを比較することが
有意義と考えられる。専業メーカーは特定の分野で専門技術を高める傾向があり、技術の
幅は相対的に狭く部品の複合度も高くない。他方、総合メーカーは技術の幅が広く、これ
らを活用した多様な部品や複合部品を提供する。車載製品には当然階層性があるために、
② 
 
① 
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部品としての顧客側での受け入れ方が異なる。車載事業に傾斜することで専業メーカーと
総合メーカーともに「外インテグラル」の影響を受けるが、開発している製品の性質に応
じて位置取りの選択はどのように異なり、それに伴い開発組織の編成もどのような違いを
見せるのか検討する必要がある。 
顧客のインテグラル型アーキテクチャの影響を強く受け、自社のアーキテクチャもイン
テグラル型に誘引される影響力は、総合メーカーに相対的に強く働くと考えられる。総合
メーカーのほうが技術の幅が広く複雑性の高い部品を提供するために、顧客側での他部品 
との擦り合わせが非常に厳しくなるために、「中モジュラー」を目指すことが予想される
（図 1-7→①参照）。 
一方、専業メーカーは、技術の幅が狭く、特定分野や領域の部品を自社設計している場
合が多いため、複数の要素技術を組み合わせた同一の部品を多様な顧客に提供することが
基本路線と考えられる。総合メーカーが複合品を提供できるのに対して、専業メーカーは
単体部品を提供しており、要素技術の組み合わせに限られているために「中モジュラー」
の余地が小さい。そういう意味では「中インテグラル・外モジュラー」の位置取りを追及
することが予想される（図 1-7→②参照）。 
車載事業へ傾斜することで、顧客のアーキテクチャに影響され位置取りが「中インテグ
ラル・外インテグラル」になるという問題は、専業メーカーおよび総合メーカーのどちら
にも表われやすい。しかし、相対的に顧客のアーキテクチャの影響を踏まえてどのように
自社のアーキテクチャを工夫し、それに対応した製品開発組織を編成するのかといった問
題は総合メーカーのほうに表れやく、汎用化を追及するために自社のアーキテクチャをど
のように工夫し、どのように開発組織を編成するのかといった問題は、専業メーカーのほ
うに表れやすいことが予想される。したがって、この二つの問題をそれぞれ深く掘り下げ
て、総合的に判断する上で適切な事例分析の対象である。 
以上のことから本稿では、アーキテクチャの位置取り戦略と開発組織との関係性につい
て、専業メーカーと総合メーカーの事例を通じて明らかにする。開発組織のあり方は、顧
客のアーキテクチャがどうであるかによって変化し、その中で位置取りを工夫し、会社全
体としてどのような開発組織になるのか、車載部品取引を拡大している電子部品産業で考
えてみる必要がある。 
さらに特定の問題として、顧客のアーキテクチャがインテグラル型の場合、自社もイン
テグラル型に誘引されがちとなる。特に日本の自動車産業相手の取引では、この影響は強
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くなることが予想される。その場合、その影響を踏まえてどのように開発組織を編成して
いくのかが問題であり、位置取り戦略まで考慮しておかなければ顧客ニーズの捉え方、営
業の仕方を含めて十分には開発組織の在り方が解明できないと考える。 
 
 
(3) 研究方法 
 
本稿では、専業メーカーと総合メーカーについて事例分析の方法を採用する。分析対象
をコネクタ専業メーカーのイリソ電子工業株式会社（以下、イリソ電子と略）と、総合電
子部品メーカーのアルプス電気株式会社3（以下、アルプス電気と略）の 2 社とする。これ
らの企業を選択した理由は、両社とも売り上げ全体に占める車載部品の割合が半分以上を
占めており、車載事業への傾斜が明らかであることと、イリソ電子については専業メーカ
ーとして主に単体部品を開発し、アルプス電気は総合メーカーとして多種類の単体部品お
よび複合部品を開発していることから、これら二社は車載事業へ傾斜している電子部品メ
ーカーを分析する上で適切な対象であると考える。 
研究内容は、インタビュー調査で入手した一次資料と、公開されている二次資料（公表
資料、雑誌記事、各社資料、特許データなど）に依拠する。インタビュー調査を用いる理
由は、企業における製品開発活動の本質的な部分の情報収集は、対面調査でなければ十分
に入手できないからである。 
第 2 章のイリソ電子の事例分析は、特に断りのない限り 2016 年 11 月 21 日の開発マネ
ージャーA 氏に対するインタビューによるものである。また、第 3 章のアルプス電気の事
例分析は、2015 年 9 月 11 日の役員 B 氏に対するインタビュー、2016 年 2 月 10 日の役員
B 氏および元現地法人社長の C 氏に対するインタビュー、および 2017 年 5 月 1 日の元現
地法人社長の C 氏に対するインタビューによるものである。4 両社ともメールなどによ
る追加的な聞き取り調査を行い、研究を展開する上での補足を行っている。 
 
 
                                                        
3 アルプス電気株式会社は、傘下のアルパイン株式会社との経営統合により 2019 年 1 月に社名を
「アルプスアルパイン株式会社」に変更したが、本稿ではインタビュー当時の社名である「アル
プス電気」と表記する。 
4 所属および役職はインタビュー当時のものである。 
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(4) 本稿の構成 
 
以下、第 2 章では、専業メーカーの事例分析として、イリソ電子を取り上げる。はじめ
に、同社の概要、市場における位置づけと製品の特徴を述べ、研究開発の概要について数
量的に考察する。第 4 節からの実証部分については、製品開発における顧客ニーズの把握、
製品開発組織とプロセス、カスタム化と汎用化のマネジメントの順で叙述する。この順番
で叙述する理由は、顧客の情報消費をシミュレートし、情報を創造するという製品開発活
動の性質を踏まえ、そのシークエンスに沿って検討しようとするからである (Clark 他, 
1991, p.47)。製品開発活動のスタートとなる顧客ニーズの把握をどのように行っているの
かという顧客との接点から論じ、それに対応する開発体制をどのように構築し、実際の開
発活動はどのように行っているのか説明していく。  
第 3 章では総合メーカーの事例分析として、アルプス電気を取り上げる。はじめに総合
メーカーの現状を述べた後に、第 2 章のイリソ電子と同様の順番で叙述を行う。第 4 章は
結論である。 
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第２章 専業メーカーの事例分析5 
第１節 イリソ電子の概要 
イリソ電子は、1966 年 12 月に設立された多極コネクタ・電子機器用ピンの製造・開発・
販売を行う東証一部上場のコネクタメーカーである。表 2-1 に示すように、国内従業員数
（単体）は 365 人（2016 年 3 月末日現在）で、開発の拠点は国内に 2 ヶ所、海外に 1 ヶ所
ある。国内拠点としては、2007 年 5 月に本社機能を併設したイリソテクノロジーパークが
設置され、新製品・新技術のコア拠点の役割を果たしている。また、生産技術開発センタ
ーは、最先端の金型技術や組立技術の確立、新工法開発のためのコア拠点として、同社の
グローバル展開を支えている。海外拠点である上海 R&D センターでは、主としてアジア
向け製品のカスタマイズの強化が行われている。生産拠点は、日本（茨城，マザー工場）、
中国、フィリピン、ベトナムにあり、サブコントラクター（外注業者）に頼ることなく社
内で一貫生産を行っている。 
 
表 2-1 イリソ電子の概要 
社名 イリソ電子工業株式会社 
設立年月日 1966 年 12 月 
資本金 56 億 4 千 5万円 
事業内容 コネクタの製造、開発及び販売 
従業員数 単体：365 名 連結：3,595 名（2016 年 3 月 31 日現在） 
生産・開発拠点 
生産拠点：日本（茨城）、中国、フィリピン、ベトナム 
開発拠点：イリソテクノロジーパーク（新横浜） 生産技術センタ （ー川
崎）、上海 R&D センター 
営業拠点 日本、韓国、中国、香港、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、ドイツ、USA、インド 
出所）有価証券報告書より筆者作成。 
電子部品産業では、総合コネクタメーカーの Z 社が営業利益率 20％以上を維持し、高収
益企業のひとつとして知られているが、同社もコネクタ業界では収益性の高い企業のひと
                                                        
5 第 2 章は、『赤門マネジメント・レビュー』に公表した佐藤（2018b）に基づいて作成している。 
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つである。図 2-1 は、同社と競合関係にある X 社および Y 社における、2012 年 3 月から
2016 年 3 月までの連結売上高および連結営業利益率の推移を示したものである。X 社、Y
社ともに、売り上げのおよそ 8 割以上をコネクタが占めており（2016 年 3 月期）、総合コ
ネクタメーカーとは異なり限られた分野のコネクタを主力製品としている。これら 3 社に
おける 2016 年 3 月までの過去 5 年間における営業利益率平均は、X 社が約 6.4％、Y 社が
約 10.6％であったのに対し、イリソ電子が約 15.0％と高い収益性を維持しているのが分か
る。 
 
図 2-1 売上高と営業利益率の推移
    
出所）有価証券報告書より筆者作成。 
 
図 2-2 は、イリソ電子の市場別売上高構成比（2016 年 3 月期）を示したものである。同
社の事業構成は、「車載」、工作・産業用機械、スマートグリッド、通信機器、医療機器な
どの「インダストリアル」、および情報通信、OA、映像機器などの「コンシューマー機器」
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から成り立っている。事業構成で見た場合、カーAVN6 （カーオーディオ全般、ナビゲー
ションシステムなど）や、カーエレクトロニクス（電装関係でエアコン、パワーウィンド
ウなど）をはじめとした「車載」事業の売上が全体の約 80％を占めており、車載向けのコ
ネクタ開発において強みを発揮している企業である。 
 
図 2-2 市場別売上高構成比（2016 年 3 月期）
     
出所）有価証券報告書より筆者作成。 
 
 
第２節 市場における位置づけと製品の特徴 
 
図 2-3 は、日系コネクタメーカー（ワイヤーハーネスを除く）の 2011 年度における上位
20 社の売上高ランキングを示したものであるが、その中で同社は中位の 9 位に位置してい
る。 
                                                        
6 Audio, Visual, Navigation の頭文字。 
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図 2-3 日系コネクタメーカー（ワイヤーハーネスを除く）の売上高上位 20 社（2011 年度）
 
出所）産業情報調査会（2013, p.7）をもとに筆者作成。 
 
コネクタには、丸形、角形、カード用など様々な種類があるが、種類別で見た場合、同
社は、図 2-4 に示すように基板用コネクタの領域において強みを発揮している。これらの
コネクタは、主に多機能化、信頼性の向上、高密度実装化向けに開発され、用途としては、
車載機器や工業用の内部接続に使用される。同社は、日本圧着端子、日本航空電子、Z 社
に次いで 4 番目のメーカーシェアとなっており、市場における優位性は高い。 
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図 2-4 基板用コネクタメーカーシェア（2011 年） 
 
出所）産業情報調査会（2013, p.16）をもとに筆者作成。 
 
このようにイリソ電子は、特定の領域において強みを発揮している企業であるが、最初
からコネクタの製造・販売を手掛ける企業ではなかった。表 2-2 に示すように、当初はピ
ンの専業メーカーとして創業し、1970 年代後半にはピンヘッダー（コネクタ）の製造・販
売を開始し、コネクタ分野への本格的な参入を開始した。1980 年代後半から車載分野に進
出し、1985 年に同社の主力製品である B to B7 コネクタを開発し、製造・販売を開始した。
これは、基板と基板を直接接続できるコネクタで、接続方法も垂直・平行・水平接続があ
り、これらを組み合わせることで様々な接続が可能となる。このコネクタには、セット時
の芯ズレを吸収するという独自の機構が採用されており、この機構がヨーロッパで認めら
れ、その後カーオーディオに採用されたことにより、市場の 7 割以上のシェアを獲得する
に至っている。これにより B to B コネクタは同社の主要製品となり、現在でも収益の柱と
なっている。 
 
                                                        
7 B to B (Board to Board)は、イリソ電子工業株式会社の登録商標である。 
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表 2-2 イリソ電子の製品開発の経緯 
年 月 製 品 名 
1973 年 4 月 プリント基板上で電線を巻き付けて接続するラッピングピンを開発し、製
造・販売を開始 
1975 年 1 月 プリント基板上で部品両側より回路を接続するジャンパーピンを開発し、製
造、販売を開始 
1975 年 12 月 樹脂部分とピンを合体させることにより、接続のパターンを広げるピンヘッ
ダー（雄コネクタ）の製造・販売を開始 
1977 年 1 月 プリント基板上で基板の動作チェクを行うチェックピンを開発し、製造・販
売を開始 
1977 年 9 月 先端部をテーパ状に加工したコネクタ用ピンを開発し、製造・販売を開始 
1982 年 7 月 スイッチ機能を持つ短絡用コネクタの製造・販売を開始し、本格的にコネク
タ分野に進出 
1985 年 2 月 プリント基板同士を接続する B to B コネクタの製造・販売を開始 
1988 年 12 月 弾力性のあるプリント基板を接続するフレキシブルプリントサーキットコネ
クタ（FPC 用コネクタ）の製造・販売を開始 
出所）イリソ電子資料より筆者作成。 
 
次に、イリソ電子の製品の特徴を探るために、主力製品であるフローティングコネクタ
について、競合企業である Y 社の製品と比較してみたい。 
フローティングコネクタとは、嵌合状態で前後左右に可動することによって、振動や衝
撃を吸収する基板と基板を接続するコネクタである。表 2-3 は、両社のフローティングコ
ネクタを比較したものである。シリーズ数で見ると、Y 社のフローティングコネクタのシ
リーズ数が 3 であるのに対して、イリソ電子は 23 シリーズと幅広い製品ラインナップで
対応している。また、可動方向は Y 社のフローティングコネクタが、各シリーズとも XY
方向へ 2 軸のみ可動するのに対して、イリソ電子のフローティングコネクタは、X 軸と Y
軸の 2 方向に加えて Z 軸からの振動も吸収する構造とされ、2015 年から既に製品化されて
いる。Y 社のフローティングコネクタは、主として小型機器に使用することを想定してい
るのに対して、イリソ電子のフローティングコネクタは、主に車載向け使用を想定したも
のになっている。コネクタは、振動共振が発生するとその性能を保つことが難しくなる場
合が多いが、フローティングコネクタは振動を吸収することで接点が動かない構造を採用
しており、イリソ電子の独自性が発揮された製品となっている。同社は、独自技術を用い
た B to B を主力製品とした業界一のバリエーションを揃えることで、市場シェアを獲得し
ていると考えられる。 
 
41 
 
表 2-3 フローティングコネクタの比較 
 イリソ電子 Y 社 
シリーズ数 23 3 
可動方向 X-Y-Z 軸 X-Y 軸 
ピッチ 0.5mm～2.0mm 0.4mm～0.5mm 
嵌合の高さ 4～30mm 1.2mm～1.5mm 
出所）Y 社については、ウェブサイト「製品情報」、イリソ電子については、製品カタログ 
『イリソ Product Guide Vol. 09』をもとに筆者作成。 
 
第３節 研究開発の動向 
企業にとって、顧客ニーズを満足させる新製品を開発し市場に投入していくことは、収
益性を維持していく上で非常に重要である。それ故、企業がどれだけ積極的に研究開発を
行っているのかについて見てみることは、企業の競争力を図る上で有効である。 
これらを踏まえて、本節ではイリソ電子の研究開発の動向について探ってみる。 
 
(1) 売上高研究開発費比率の推移 
 
2000 年以降、「製造業全体」における売上高研究開発費比率（研究開発費を売上高で除
した比率）は、3％程度で安定的に推移しており、業種別に見ると「自動車・同附属品製造
業」が「製造業全体」よりも低い水準を維持している一方で、「電子部品・デバイス・電子
回路製造業」は 2002 年以降、4％超～5％超の高い水準を維持している（松本, 2016, pp.15-
16）。 
図 2-5 は、イリソ電子と競合関係にある企業の 2011 年 3 月から 2015 年 3 月までの 5 年
間における売上高研究開発費比率の推移を示したものである。 
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図 2-5 売上高研究開発費比率の推移 
 
出所）各社有価証券報告書より筆者作成。 
 
Z 社を除く 3 社の中で Y 社の売上高研究開発費比率が 10％以上と一番高くなっており、
研究開発型の企業の特徴を示しているのが分かる。一方、イリソ電子の売上高研究開発費
比率は 3 社の中で一番低く、平均して約 3.1％となっている。また、もう一方の競合企業で
ある X 社と比較しても 2 倍以上の開きがあり、売上高研究開発費比率で見る限り、同社は
研究開発に大きな資源を投入しているようには見えない。 
 
 
(2) 研究開発効率 
 
近年、企業の研究開発への投資が売上高や利益に結びついていないといった問題がある。
村上（1999）は、研究開発の効率性について、研究開発費と営業利益という観点から考察
を行った。その中で製造業 9 社8 を対象として、仮に研究の効果が 5 年後の利益として出
                                                        
8 住友電工、NEC、東芝、ソニー、松下電産、トヨタ、シャープ、キヤノン、ブリジストンの 9
社。 
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ると仮定して【5 年間の累積営業利益÷その前の 5 年間の累積研究開発費】という定義の
もと算出を行った。その結果、対象企業においては若干効率性が良くなっている企業もあ
るものの、全体として研究開発が利益に結びついていないことを明らかにした。ここでは
村上（1999）の算出方法を用い、イリソ電子の研究開発効率について見てみることにする。 
図 2-6 は、イリソ電子と競合企業の 2007 年から 2011 年までの研究開発費の累計額と、
2012 年から 2016 年までの営業利益の累計額から算出された研究開発効率を示したもので
ある。 
 
図 2-6 研究開発効率
 
注）研究開発費（2007 年～2011 年の累積）、営業利益（2012 年～2016 年累積）。          
出所）各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 
このグラフは傾きが強いほど研究開発効率が高くなり、傾きが弱いほど研究開発効率が
低くなることを示している。イリソ電子は、（1）の研究開発費比率の推移から、研究開発
費比率は Z 社を除く 3 社中で一番低いという結果であったが、投入された開発費は最も多
い。しかしながらその利益も大きく、グラフの傾きが示す通り 3 社中で最も研究開発効率
が良いことが分かる。このことは、研究開発費への投資がよく利益に結びついていること
を意味しており、イリソ電子は効率的に研究開発への投資を行っていると考えられる。 
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第４節 製品開発の特徴 
(1) 顧客ニーズの把握 
 
本項では、イリソ電子の顧客ニーズの把握について、はじめに営業活動の側面から、次
いで販売活動の側面から述べる。 
 
1）ソリューション提案型の営業 
 
イリソ電子では、顧客との接点を顧客ニーズを把握する重要な機会として捉え、営業が
顧客を訪問する際には技術者も同行する「現場主義の設計・開発体制」を掲げている。技
術者が同行するのは、技術提案の目的だけではなく、「この様なものができますか」という
イメージ段階での顧客情報を吸い上げるためでもある。同社では、顧客要求を把握する活
動が単に顧客ニーズをくみ取ることに加えて、顧客に「こんな製品があったらどうですか」
とか、顧客の製品に対して「ここにこのように使ったら便利になりますよ」というような、
提案型の営業を行っているのが特徴である。 
このような日々の営業活動から顧客の要求に応え、製品化した例がいくつかある。例え
ば、静電気保護フィルム付きコネクタは、顧客の「静電気対策にも配慮して欲しい」とい
った声から開発され、既存の HDMI9 コネクタに静電気フィルムを搭載して開発されたも
のである。電子部品は微弱な静電気でも誤作動や故障を起こす危険性があるため、静電気
対策は欠かせないが、この製品はイリソ電子独自の技術である静電気プロテクタチップの
技術を応用し、コネクタ部分に静電気保護対策が施されており、顧客側では新たに静電気
保護対策部品を配置する必要がなくなることで、省スペース化という新たな付加価値がも
たらされた。 
他にも、イリソ電子独自の技術として、抜け防止構造「I-Lock™」(図 2-7 参照) がある。
従来のコネクタは、顧客から「カードが抜ける」、「どこまで挿入すれば良いのか判らない」
などといった要求や不満があり、同社ではこれらを解消するために FPC/FFC コネクタ10 の
カード抜けを防止するロック方式を独自に開発した。既存のコネクタとは異なり、コネク
                                                        
9 High-Definition Multimedia Interface, 高精細度マルチメディアインターフェースの略語。 
10 FPC 基板や FFC ケーブルの接続用に開発されたコネクタの総称。 
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タの両端の仮保持端子で FPC/FFC の切りかき部をロックする構造となっており、ロック後
は引っ張っても抜ける心配がなく、かつ、挿入時にクリック感があることで顧客側の作業
性が大きく向上した。 
また、コネクタは出荷後、その最終製品の完成までの工程において、空気中の浮遊物や
飛散したフラックスが接点部に付着することで接触不良を起こしてしまうことがあるが、
これらの不安を解消したいという顧客の要望に応え、「2 点接点コネクタ」が開発された。 
従来のコネクタでは、異物が付着した時には接触不良を引き起こすが、この製品は接触
信頼性が高い二つの接点を持つ構造になっており、どちらか一方（前）の接点が異物に乗
り上げてももう一方（後）の接点で接触が可能となり、さらに、前の接点が乗り上げるこ
とで後ろの接点の接圧が高まるため、接点不良を解消できる仕組みになっている（図 2-8
参照）。 
このように同社では、顧客の抱える課題に対して機能を追加した製品を新たに開発する
ことで有効なソリューションを提供し、高い付加価値を創出している。顧客の声を吸い上
げ、それを製品化に活かせる同社の技術力の高さは、コモディティ化による価格の下落を
防ぎ、安定的な利益確保にも貢献していると考えられる。 
 
図 2-7 「I-Lock™」構造 
 
 
 
出所）イリソ電子ホームページより。 
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図 2-8 2 点接点コネクタ 
 
出所）イリソ電子ホームページより。 
 
 
2）直接販売方式 
 
イリソ電子では、代理（特約）店などを使わない直接販売方式を採用している。通常、
販売チャネルは、販売形態の視点から大きく「直接販売」、「代理（特約）店販売」、「通信
販売」の 3 種類に分けられる。それぞれの販売方式にはメリット・デメリットがあるもの
の、なぜイリソ電子は直接販売方式を採用しているのだろうか。 
一般的に「直接販売」は、企業側から見れば自社に販売組織を持つことになり、固定費
がかかるなどのデメリットがある。しかしながら、顧客の視点から見れば、製品・サービ
スについての詳細な情報を直接聞くことができるといった安心感があり、営業が顧客先を
訪問することによって、顧客が抱える本質的な問題にソリューションを提供できる場合が
多い。また、販売後のアフターサービスによって顧客満足が高まることも期待できること
に加えて、市場ニーズを探る上で顧客の声を直接聞くことで、新製品やカスタム開発に向
けた精度の高い情報を入手することができるといったメリットもある。競合企業である X
社は国内に営業拠点を設けているものの、販売は特約販売店を通じて行っており、Y 社も
同様に代理店を通じた販売を行っているなど、イリソ電子とは異なる販売体制を構築して
いる。 
同社では、市場別売上高の 8 割以上を車載製品が占め、製品の 7 割以上がカスタム品で
占められている。自動車の開発は更なる快適性を実現するために、多数の部品を調整しな
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がらの設計開発が必要とされるため、部品を相互調整して作りこむ作業が求められる。そ
のためには、顧客との情報のやりとりを頻繁に行わなければならなく、顧客との直接的な
接点が多い「直接販売」の方が有利に働くと考えられる。一方、代理（特約）店を使うと
代理（特約）店側の考えが入り込む可能性や、イリソ電子の出した方針が歪んで顧客に伝
わる危険性などがあり、これらを考慮すると直接販売方式がイリソ電子にとって最も適し
た販売方式であると言える。同社はこのような直接販売体制を通じて、車載向けの製品を
ほとんどの Tier 1 メーカーに供給しているのである。 
では、これらのメーカーと直接取引できる販売チャネルはどのように確立されたのだろ
うか。その経緯について、イリソ電子の海外展開から検討してみる。 
イリソ電子は、比較的早い段階から積極的に海外進出を行っている。1978 年にシンガポ
ールに子会社を設立し、海外の生産販売をスタートさせた。特徴的な点はそれほど売り上
げが高くない時期から、顧客の海外進出に伴い早期に海外進出を行ったことである。競合
の X 社は 2000 年以降に海外に販売会社を設置し、Y 社も 2000 年以降に海外に現地法人を
設立したが、これらの企業に比べると同社がいかに海外の市場を意識し、海外の売り上げ
拡大に積極的だったのか推測できる。 
図 2-9 に示すように 2016 年 3 月期の地域別売上構成を見ると、売上全体の約 80％を海
外が占めているが、地域別に見ても一地域に売り上げが偏っているわけではなく、全体的
にバランスの良い売り上げ構成になっている。これは、イリソ電子の体制を市場の変化に
よる影響を受けにくいものとし、同社の売り上げを安定的なものにしている。このように
競合より先んじた海外進出は、顧客の信頼獲得につながり、後のワールドワイドな販売チ
ャネルの確立に貢献したと考えられる。 
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図 2-9 地域別売上高構成比（2016 年 3 月期） 
 
  出所）有価証券報告書をもとに筆者作成。 
 
 
(2) 製品開発組織とプロセス 
 
組織構造は、図 2-10 に示すように製造本部、営業本部、技術本部、管理本部で構成され
る機能別の組織となっている。技術部門と営業部門が近いところにあるのが特徴的で、両
部門が一体化することで顧客ニーズに合致した製品をスピーディーに開発している。技術
本部の下には主に既存技術を活用する「技術部」と、先述の静電気保護フィルム付きコネ
クタのように、新発想のコネクタを具現化するための新しい要素技術開発などを行う「開
発部」があり、また、「技術部」の下に「車載」、「コンシューマ・インダストリアル」など
市場ごとに課が組織されている。 
開発企画は、営業が顧客からの引き合いや、マーケティング部門が行う市場調査などを
もとに、「開発企画書」を提出することからはじまる。その後、社内で製品の実現可能性を
検討するとともに原価検討を行い、契約確認後、設計に着手する。次の設計プロセスでは、
国内, 18.3%
中華・韓国圏,  
29.7%
欧州, 16.6%
シンガポール, 
9.5%
米国,19.0%
タイ, 6.9%
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設計部門が主幹となる設計 DR（デザイン・レビュー）や生産技術部が主幹となる工程・設
備などの DR を行い、その後、金型の手配、量産のための試作・初期量産準備の段階を経
て、PPAP（Production Part Approval Process, 生産部品の承認プロセス）承認後、量産が開始
される。 
 
図 2-10 イリソ電子の組織図（2010 年 4 月 1 日現在） 
 
 
出所）IR 情報をもとに筆者作成。 
 
営業部門には営業情報を吸い上げるシステムがあり、営業部門の上層部がこれらの情報
を閲覧する。営業部門で判断できる案件については部内の方向をまとめ、また技術的に判
断できない案件については、個別に技術部門と相談し、その結果をもとに営業部門で開発
起案を行う。これらの情報は、営業部門の上層部がある程度調整してから企画提案するた
め、直接的に技術部門に回覧されることはない。その理由は、年間百件以上の案件が発生
するため、営業部門である程度集約しなければ技術部門でも対応しきれない事もあり、起
案内容が部門横断的にまとめられなければ非常に効率が悪くなるからである。 
営業部門から出された開発企画は、図 2-11 に示すように開発内容によって「A 製品」と
「B 製品」に分けられる。「B 製品」は、技術的難易度がそれほど高くなく、開発に要する
経費も高額ではないもので、収益性を検討した後に製造部門の責任者の決裁により開発が
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決定される。また、「A 製品」は、設計部門が主幹となり生産技術、購買、製造などの関連
する各部門が参加する 3 段階にわたる会議を経て、社長決裁となる。この間、第 2 段階目
の実現可能性検討会議で課題が発見され不採用となる場合もあり、対応部門で再検討を重
ねて次の段階に進む流れとなっている。 
 
図 2-11 製品化フロー 
開発企画書（営業） 
↓ ↓ 
A 製品 B 製品 
    
事前検討会議 原価企画 
↓ （原価検討） 
実現可能性検討会議 ↓ 
↓ 製造部門の責任者による決裁 
開発会議   
↓   
社長決裁   
※各会議は、技術部門が主体とな
り、生産技術、製造、原価企画、
購買などの各部門から出席し検討
する。 
  
注）会議名称などは変更している。                              
出所）イリソ電子インタビューより筆者作成。 
 
(3) カスタム化と汎用化のマネジメント 
 
機能ごとに専門化された組織体制の企業にとって、情報を部門間でどのように共有し、
フレキシブルな生産に結びつけていくのかが非常に重要な課題である。同社では、これら
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の課題に対して、部門横断的に情報共有できる仕組みを構築し対応している。具体的には、
新規開発案件ごとに設計や生産管理など各部門の担当によって構成される CFT（Cross 
Functional Team）という部門横断型チームが組織され、開発進捗の管理、技術の転用、汎用
化の可能性などの情報を部門間で共有し連携を図っている。設計者がそのリーダーとして
開発を推進していくことになるが、機能別の組織体制により組織の効率性や専門性を高め
ながら、組織に横串を通すことによって部門間の連携を図っている。 
このように同社では、開発内容によって案件をランク付けすることで迅速な意思決定に
つなげ、部門横断型のチームを組織することで関連部門の意見やノウハウが活かされ、問
題解決の前倒しができるシステマティックな開発体制になっている。 
一方、製造については、コネクタの生産をサブコントラクターに頼ることなく社内で一
貫生産している。同社では、コネクタ生産に関わるプレス、成型、メッキなどの要素技術
を国内の生産拠点のみならず海外の生産拠点でも取り込んでおり、国内工場はマザープラ
ントとしての機能を果たしている。上海工場では標準品を中心とした生産、ベトナム工場
とフィリピン工場では基板用コネクタを主として生産しており､ 強固なものづくりを強み
にコストダウンを狙ったグローバル生産を積極的に行っている。 
イリソ電子では、開発する製品の 7 割以上がカスタム品や特注品で占められているのが
特徴であるが、カスタム品や特注品の開発は、特定の顧客ニーズを満たすために新規開発
や追加設計が必要とされる。同社で言うカスタム対応とは、例えば標準品をそのままの状
態では使用できないため、顧客から「基板対基板（B to B）の接続方法を変更したい」、「位
置合わせのためにボス （面上に隆起している凸形状のもの）を設けて欲しい」、「強度不足
解消のために金具をつけて欲しい」といった顧客の要請があった場合に、きめ細かく応え
ることである。 
図 2-12 は、イリソ電子のカスタム化への流れを示したものである。同社ではカスタム化
への流れを、「標準品の選定」、「カスタム対応」、「新製品開発」という 3 段階に分けた管理
を行っている。これらのカスタム化への対応などは、設計部門が主幹となり CFT を通じて
議論される。そこでは、営業が日々の営業活動から入手した情報や、マーケティング部門
が行う市場調査などから把握した顧客要求に対して、技術部門ははじめに既存の製品ライ
ンナップの中から顧客要求に合うコネクタを提案する。標準品で対応できない場合には、
主として標準品をもとに顧客要求に応じてカスタム対応を行うことになるが、それでも対
応できない場合にはじめて新製品を開発することになる。 
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図 2-12 カスタム化への流れ 
 
出所) イリソ電子インタビュー調査をもとに筆者作成。 
 
 
図 2-13 は、国内取引のプロセスを示したものである。①顧客から出てくる仕様は、大き
さ、実装方法、定格電流・電圧、位置誤差吸収量などのポイントだけで、②それを元に初
期段階では機械的な検討の為の設計案をイリソ電子の技術部が作図して顧客に仮図面とし
て提出する。③提出した仮図面に対して顧客の承認後、④イリソ電子が試作・評価を行い、
⑤試作品が承認されれば、顧客から採用判断が出ることになる。その後、⑥前例製品など
を参考にして、イリソ電子が細かい仕様案を顧客に提出し、⑦それらが最終的に確定とな
れば、⑧正式図面の提出というプロセスになっている。実際のところ、セットメーカーは
複数購買を前提とした仕様書を作成しており、イリソ電子の場合も FPC のような競合が多
い製品は、基本的に複数購買を余儀なくされている。セットメーカーは、「実装コンパチ」
という半田付けをする状態を同じにすることで他社製品と交換可能な状態にしておき、部
品メーカーから 1 円でも安く買うための競合体制を敷いている。つまり、コネクタは承認
図に基づき設計された部品というだけでは、サプライヤーに大きな収益をもたらすとは限
らないのであり、競合企業よりもコスト競争力を高めておくことが重要となる。 
 
 
カスタム対応できない場合には新製品開発（技術部門）
追加的な設計で対応可能な場合にはカスタム対応（技術部門）
顧客要求に合う製品を標準品の中から提案（技術部門）
顧客要求（営業・マーケティング部門から）
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図 2-13 国内取引のプロセス 
顧 
客 
→ ①仕様はポイントだけ 
イ 
リ 
ソ 
電 
子 
← ②仮図面提出 
→ ③仮図面 OK 
← ④試作・評価 
→ ⑤試作 OK、承認 
← ⑥仕様案提出 
→ ⑦仕様を確定 
← ⑧正式図面提出 
出所）イリソ電子インタビューより筆者作成。 
 
車載用コネクタは、アーキテクチャが「外インテグラル」とならざるを得ないため、民
生用で多く用いられている市販部品（購入品）とは異なり、承認図部品の占める割合が多
くなっている。ここでは、イリソ電子で最も多いとされる承認図部品の開発プロセスにつ
いて検討する。 
先にも述べた通り同社では、主として既存製品に対して追加的な設計で対応可能な場合
にはカスタム対応を行う。コネクタははじめにセットの回路・基板搭載部品が設計され、
その後にこれらを接続する目的で設計されるため、既に決まっている設計要件をクリアし
て開発しなければならない場合が多い。近年、自動車メーカーと部品サプライヤーの協力
関係は、製品開発の上流である先行開発段階での関与が重要とされているが、コネクタの
場合は製品の性質上、開発に関与する範囲が限られているため、顧客の先行開発に積極的
に関与しているとは考えにくい。 
その一方で、開示や指定された仕様以外の技術仕様については、イリソ電子が創り出す
技術となるため、同社の特許となることが多い。特許出願の際には、顧客に対し特許出願
の諾否を確認しているが、顧客のアイディアが余程入らない限り拒否されることはない。
秘密保持契約を結んで開発する場合などは、その中に工業所有権の所在について謳われる
場合が多いが、イリソ電子側の特許になるように交渉を行い、特許の範囲をコネクタに絞
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ることで顧客とのトラブルを避ける工夫を行っている。基本的に、顧客にコネクタの専門
家は少ないため同社の知的所有権となりやすく、また、扱っている部品がコネクタという
単品のため、コネクタに関する知識と豊富な開発経験を持つイリソ電子の提案が通りやす
い傾向にある。こうした事情のため、メーカーとの関係性で見た時に、特定の相手との長
期継続取引を強める方向にはなりにくいと考えられる。 
顧客要求を満たしつつ設計要件をクリアにしながら既存製品を改良した一例に、フロー
ティングコネクタ／可動コネクタ B to B 9850 シリーズの開発が挙げられる。このシリーズ
は、オーディオ機器、デジタル AV 機器などの内部接続などに使用され、セットの位置ズ
レを吸収するコネクタである。このシリーズをオリジナルとして、顧客の「セットの設計
に合わせて接続を水平にしたい」という要求に応じて、9853 シリーズでは水平接続へ、そ
して顧客の「平行に接続したい」との要求に応じて 9854 シリーズでは平行接続に変更する
など、可動の対応が様々で接点構造が異なるいくつかのシリーズが開発されている。これ
らのコネクタは、オリジナル製品とスペック上の変わりはないものの、接続方法の変更に
より XYZ 方向の可動範囲が異なる。仮にバリエーションが増えても基本的に標準品（カ
タログ記載品）の変更で対応できることが多く、全くの新規の製品ほど開発工数とリード
タイムがかからないと推測される。これらの例に見られるように、同社では一定の顧客ニ
ーズを満たす既存コネクタのカスタム品を開発し、今度はこの製品を複数の顧客に標準品
として提供する工夫を行っているのである。 
このような他社展開は、試作品が出来上がった頃から意識されることが多い。新製品を
作る際に必要となる金型は、基本的には顧客の要求する仕様に合わせて作成し、顧客が金
型代を負担する。したがって、その金型は顧客専用のものであり他の顧客への流用はでき
ない。しかし、同社が他の顧客にも横展開できると判断した場合、金型代を顧客に負担さ
せずに自前で作成することで、顧客から承認をもらい汎用品として開発することができる。
その場合は、金型の一部を交換できるようにするなど、設計の段階から配慮することにな
る。このような対応は、市場的に汎用化すれば売れると予想され、かつ、顧客との合意が
なされた場合であるが、依頼主である顧客にとっては費用負担が少なくて済み、イリソ電
子側にとっても全くの新規開発よりは安価な費用で製品開発ができる利点がある。 
これまで述べたようにイリソ電子では、カスタム対応を既存製品の部分的改良で対応す
るとともに、ある特定の顧客向けに開発された製品を他の顧客にも流用できるような取り
組みを行うことで、その製品にかかる開発コストを抑制し、その費用が抑制されることに
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よって特定の相手との長期継続取引関係を維持しつつも、取引関係が固定化されない工夫
がなされていると考えられる。 
 
第５節 小括 
イリソ電子の営業・販売体制は、技術者同行の提案型営業や顧客の要望を直接知り得る
直接販売方式を採用するなど、独自の体制を構築し自社の製品開発に活かしている。顧客
訪問の際には技術者も同行することで、顧客の抱える潜在的な問題に対してソリューショ
ンを提案できるとともに、直接販売することで顧客ニーズや顧客情報を的確に収集してい
る。 
イリソ電子のアーキテクチャの位置取りについては、製品群に応じて大きく三つの位置
取り戦略を同時採用していると考えられる。一つ目は、「中インテグラル・外モジュラー」
の位置取りをする製品である。これらは従来から存在する標準品で、独自の仕様に基づき
設計されたものである。二つ目は、「中モジュラー・外インテグラル」の位置取りをする製
品で、車載事業が拡大するにつれて増加するカスタム品や新製品などである。極力標準品
を組み合わせることで顧客要求を満たすように開発しており、その結果アーキテクチャの
位置取りは、「中モジュラー・外インテグラル」となる。そして、三つ目は「中インテグラ
ル・外インテグラル」の位置取りとなる製品である。これは特定の顧客向けに開発された
新製品のうち、標準品の組み合わせでは成り立たないような製品である。 
車載部品へ傾斜することにより顧客の仕様に基づいて設計される製品が増えるため、必
然的にアーキテクチャが「外インテグラル」寄りとなり、それに伴って部品取引のあり方
が規定されるため、内部構造もインテグラル型になりがちとなる。その際、「中インテグラ
ル・外インテグラル」になりそうな製品を、標準品の組み合わせで顧客要求を満たせるよ
うに工夫することで、「中モジュラー・外インテグラル」として開発できるように努力して
いる。しかし、「中インテグラル・外インテグラル」として新規開発せざるを得ないことも
ある。その場合には、カスタム対応しつつも知的所有権を確保し、またカスタム対応によ
って優れた製品を他の顧客にも販売できるように汎用化に努めて、「中インテグラル・外モ
ジュラー」に回帰させているのである。 
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イリソ電子では、これら三つの位置取り戦略を顧客に応じて効率的に使い分けながら，
全体として効率よく管理するような開発マネジメントが行われている。特に、ある時点で
の位置取りを設定するだけではなく、「中インテグラル・外インテグラル」の位置取りで開
発せざるを得なかった製品を、汎用化によって事後に「外モジュラー」に変化させようと
しているところに特徴がある。つまり、位置取り戦略は開発過程で確定してしまうもので
はなく、事後的に変化させることもできるのである。 
開発組織は機能別分業となっているが、車載部品取引を行うことによって顧客のアーキ
テクチャの影響を受け、自社製品もインテグラル寄りになる。しかし、その一方で製品の
汎用化やモジュール化を推進していかなければならない。この二つの開発に折り合いをつ
ける役割を担うのが部門横断型組織である CFT であり、機能別組織の専門性や効率性を高
めつつ、部門間の連携を保ちながら調整を行っている。加えて、開発プロセスは効率的に
ルーチン化されているために、新規開発案件に対しても部門横断型組織において設計部門
が主幹となって判断することで対応しているのである。 
このように同社は、単体部品という製品特性、開発過程での汎用化を意識した設計や知
財の確保、そして独自の営業販売方式などにより、部門横断型組織一つで賄うように努め
ているのである。 
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第３章 総合メーカーの事例分析11 
第１節 総合メーカーの現状 
図 3-1 および図 3-2 は、電子部品大手 5 社（京セラ、村田製作所、TDK、日本電産、ア
ルプス電気）に日東電工を加えた日本の主な電子部品メーカーにおける、2012 年 3 月から
2016 年 3 月までの業績を比較したものである。グラフが示すように、売上高では京セラが
トップで、次いで TDK、村田製作所が続き、営業利益率では村田製作所がトップで、次い
で日東電工、日本電産が続いている。これらの企業における売上高に占める製品の特徴を
見てみると、村田製作所は売上高に占めるコンデンサの割合が 3 割以上を占め、TDK はセ
ラミックコンデンサを含めた受動部品の割合が約 5 割を占めている。また、京セラはセラ
ミック製品などの電子部品事業が売上高の 5 割以上を占め、日本電産においても精密小型
モータが売上高の約 4 割を占めるなど、総合電子部品メーカーと言いながらも製品に偏り
があることが分かる。一方、アルプス電気は、売上高、営業利益率ともにこれらの企業に
は及ばないものの、製品群の特徴を見てみるとスイッチ、コネクタなどの接続部品をメイ
ンとしながらも、ドアモジュールをはじめとした車載モジュールなどの複合部品の開発も
行っており、約 40,000 種類の電子部品を自動車、家電、モバイル、産業機器などを扱う世
界中の 2,000 社へ供給している。 
近年の電子部品産業には、概して「専業の総合化」と「総合の専業化」という二つの動
きがある。前者の動きとしては、ベアリングの世界トップシェアを持つミネベアがミツミ
電機と経営統合した例が挙げられるが、このように新たな市場の創造を目指し「総合のシ
ナジー」を期待した戦略を打ち出している企業も見受けられる。しかしながら、その一方
では電子部品大手メーカーの動きにも見られるように、事業の「選択と集中」により、成
長性の高い分野への経営資源のより一層の投入を図る「総合の専業化」への動きの方が強
くなっている傾向にあり、アルプス電気のような多品目を扱う総合電子部品メーカーは少
なくなってきているのが実情である。 
                                                        
11 第 3 章は、『工業経営研究』に公表した佐藤（2018a）に基づいて作成している。 
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図 3-1 売上高推移の比較（2012 年 3 月～2016 年 3 月）
 
出所）各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 
図 3-2 営業利益率推移の比較（2012 年 3 月～2016 年 3 月）
 
出所）各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 
0
200,000
400,000
600,000
800,000
1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000
1,800,000
2012.3 2013.3 2014.3 2015.3 2016.3
百
万
円
京セラ 村田 ＴＤＫ 日本電産 日東電工 アルプス電気
0.0
5.0
10.0
15.0
20.0
25.0
2012.3 2013.3 2014.3 2015.3 2016.3
％
京セラ 村田 ＴＤＫ
日本電産 日東電工 アルプス電気
59 
 
第２節 アルプス電気の概要と製品群 
 アルプス電気は、1948 年 11 月に設立された東証一部上場の独立系の電子部品メーカー
である。表 3-1 に示すように、国内従業員数（単体）は 5,328 人（2016 年 3 月末現在）で、
日本をコアとしながらもアメリカ、ヨーロッパ、アセアン・インド、中国・韓国に開発・
生産・販売拠点を展開しているグローバル企業である。基礎技術や先端技術の開発は日本
で行い、顧客や市場のニーズに合わせた製品バラエティは現地で設計開発する体制を敷い
ている。例えば、中華圏においては、大連で車載向け製品開発の強化を図り、上海ではソ
フト開発力の強化を図るなど、自主開発ビジネスを強化している。また、韓国では主とし
て車載向け製品の開発を行っており、アメリカやヨーロッパでは新規ビジネス獲得に向け
た機能強化や技術マーケティングに力を入れている。 
同社は、以前から「電子部品のデパート」と言われるほど幅広い品目を製造していたが、
現在でもその種類は約 40,000 にも及ぶ。主要な製品には、家電・OA 機器・業務機器・産
業機械などの広範囲に使用される「タクトスイッチ12」 があり、世界シェアの約 30％を獲
得している。また、車載用 Bluetooth モジュールは、2000 年に世界で初めて Bluetooth モジ
ュール認証を取得し、2009 年には累計生産 1 億台を達成するとともに、世界シェア約 30％
というトップクラスのシェアを維持している。同社は、民生市場で培った技術を車載製品
にも応用することで、市場における高いシェアを獲得している。 
 
表 3-1 アルプス電気の概要 
社名 アルプス電気株式会社 
設立年月日 1948 年 11 月 1 日 
資本金 387 億 30 百万円(2016 年 3 月末現在) 
事業内容 電子部品・音響機器の製造、開発及び販売 
従業員数 単体：5,328 名 連結：39,433 名（2016 年 3 月 31 日現在） 
開発・生産・販売拠点 日本（マザープラント）、アメリカ、ヨーロッパ、アセアン、インド、韓国、中国 
出所）有価証券報告書をもとに筆者作成。 
 
                                                        
12「タクトスイッチ」は、日本において、アルプス電気株式会社が登録している商標である。 
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図 3-3 は、2011 年から 2015 年までの市場別売上高（連結）の推移を示したものである。
2011 年と 2013 年はわずかに民生が上回っているものの、車載部品の割合が高くなってお
り、同社はターゲットを民生市場から車載市場へシフトさせているのが分かる。 
 
図 3-3 市場別売上高（連結）の推移
              
出所）財務資料より筆者作成。 
 
同社では、図 3-4 に示すように製品群を大きく A 製品（コンポーネント製品）と B,C 製
品（モジュール製品）に分けた開発を行っている。13 A 製品は、主にスイッチ類で標準部
品としてホーム、モバイル、オートなどの様々な市場に販売している。B,C 製品は、基本
的には客先仕様に基づいたカスタム対応を要する製品で、代表的なものとしては、パワー
ウィンドウスイッチ、通信モジュール、チューナなどがある。車載カーナビゲーションや
カーオーディオに使用される通信モジュールやチューナなどは、機能的には民生用製品と
同じでも仕様などが異なり、感度やノイズ耐性などの微調整が発生する製品群である。よ
                                                        
13 本事例で使用される「モジュール」は、アルプス電気独自の用語として製品の複合化の程度を表
す意味合いが強く、アルプス電気または顧客の製品アーキテクチャ全体がインテグラル型あるい
はモジュラー型であるかは、また別の問題である。 
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り顧客ごとのカスタム度合いが高い C 製品には、エアコンパネルやハプティック14 コマン
ダなどがある。同社がこれらの B,C 製品を扱う理由は、もともとはスイッチやボリューム
などの A 製品を単品販売していたが、操作・入力デバイスとして複合化して販売して欲し
いという顧客の要望に応えたものである。 
製品群別戦略を見てみると、A 製品は外販を強化することで販売拡大を目指し、材料・
プロセス技術で他社製品との差別化を図ることを狙いとしている。B,C 製品では、内製し
た A 製品を組み込むことで更なる差別化を図り、民生で使用していた技術を車載に転用す
るなどして事業展開を行っている。車載市場に対応するということは、従来の単品ビジネ
スからある程度部品が複合化されたモジュール品の開発が要求され、より高度な専門性と
総合力が求められることになる。近年、アルプス電気ではこれら車載市場における B,C 製
品の売上げが増加しているが、その要因としてパワーウィンドウをはじめとした車室内の
操作・入力機器の売上げ拡大によるところが大きく、15 車載市場向け売上げの大きな柱に
なっている。 
 
図 3-4 アルプス電気の製品群 
 
出所）アルプス電気インタビューをもとに筆者作成。 
                                                        
14 「ハプティック」は、日本、中華人民共和国、欧州において、アルプス電気株式会社の登録して
いる商標である。 
15 一般社団法人科学技術と経済の会（2011, p.26）および株主・投資家向け説明資料にも同様の記載
がある。 
Ｂ,Ｃ製品（モジュール製品）
Ｃ製品（エアコンパネル,ハプティック
コマンダ等）
Ｂ製品（パワーウィンドウスイッチ,通
信モジュール,チューナ等）
Ａ製品（コンポーネント製品）
タクトスイッチ,エンコーダ,多方向操作
デバイス等
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これらのことからアルプス電気では、自社製品を階層的に定義することで、どの市場の
どの顧客にどのように販売するのかといった戦略をたてやすい工夫を行うことで、顧客ニ
ーズに迅速に対応できるようにしているのである。 
 
第３節 研究開発の動向 
企業にとって顧客ニーズを満足させる新製品を開発し市場に投入していくことは、収益
性を維持していく上で非常に重要である。それ故、企業がどれだけ積極的に研究開発を行
っているのかについて見てみることは、企業の競争力を図る上で有効である。 
本節では、第２章のイリソ電子と同様に、総合メーカーであるアルプス電気の研究開発
の動向について探ってみる。 
 
(1) 売上高研究開発費比率の推移 
 
図 3-5 は、電子部品大手 5 社および日東電工の 2012 年 3 月から 2016 年 3 月までの 5 年
間における売上高研究開発費比率（研究開発費を売上高で除した比率）の推移を示したも
のである。 
6 社中で村田製作所と TDK は、売上高研究開発費比率が 6.0％以上と高くなっており、
研究開発型の企業の特徴を示している。京セラと日東電工は平均して 4.0％以下で、6 社中
では研究開発への投資をあまり積極的に行っていないと考えられる。一方、アルプス電気
は、2013 年 3 月までは 5.0％以上の比率を維持してきたが減少傾向にある。しかし、平均
して 5％程度の水準を維持しており、業界の中では平均的な水準となっている。 
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図 3-5 売上高研究開発費比率の推移
 
出所）各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 
 
 
(2) 研究開発効率 
 
ここでは、第 2 章「専業メーカーの事例分析」で用いた村上（1999）の算出方法により、
アルプス電気の研究開発効率を検討してみる。 
 図 3-6 は、電子部品大手 5 社に日東電工を加えた 6 社の 2007 年から 2011 年までの研究
開発費の累計額と、2012 年から 2016 年までの営業利益の累計額から算出された研究開発
効率の分布を示したものである。このグラフは傾きが強いほど研究開発効率が高くなり、
逆に傾きが弱いほど研究開発効率が低くなることを示している。高い研究開発効率を示し
ているのが村田製作所や日東電工であり、アルプス電気は最も低い研究開発効率を示して
いる。電子部品事業に限って見てみると、グラフの傾きは決して高い研究開発効率とは言
えないものの、相応の研究開発効率を示していることが分かる。 
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図 3-6 研究開発効率
             
注）研究開発費（2007 年～2011 年の累積）、営業利益（2012 年～2016 年累積）。                                           
出所）各社有価証券報告書をもとに筆者作成。 
 
 
(3) 特許データから見る技術動向 
 
生産財を扱う企業にとって、特許などを予め取得することで他社製品と差別化を図るこ
とも有効な手段の一つと考えられる。ここでは特許出願を基礎データとして用い、その件
数や技術分野に関する分析を行う。出願数をベースにする理由は、企業が研究開発の成果
として特許を出願しており、企業がいつどんな研究に力を入れていたのか把握できると考
えるからである。 
図 3-7 が、2004 年から 2013 年までの 10 年間における特許出願件数の推移を示したもの
である。この 10 年間に出願された特許数は、合計 5,238 件である。単年度ベースで見てみ
ると、2004 年が一番多く 1,030 件で、一番少ない 2012 年のおよそ 4 倍に達している。2008
年に一時的に出願数が前年度より若干増えてはいるが、全体として出願数は下降しており、
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2012 年以降は 200 件台で推移している。経済のグローバル化に伴い日本出願よりも外国出
願を増やすという企業方針なのか、あるいはコストダウンのために重要な案件に絞って出
願しているなどのいくつかの理由が考えられる。 
 
図 3-7 特許出願件数の推移
 
出所）Bizcruncher®（株式会社パテント・リザルト）よりデータを抽出し筆者作成。 
 
 図 3-8 は、アルプス電気の保有する全特許数 15,150 件（電子化以降）において、保有特
許数が全体の 2.0％以上を占める製品の分類を示したものである。このグラフが示すよう
に、一番件数が多い製品が「入力装置」（入力装置、多方向入力装置、キーボード入力装置
などの語が含まれる）で特許数は 1,068 件、次いで「スイッチ装置」（スイッチ装置、押釦
スイッチ、プッシュスイッチなどの語が含まれる）の 901 件が続き、その次に「回路装置」
（電子回路ユニット、送信回路などの語が含まれる）に関する特許数が 650 件となってい
る。「その他」に分類されている特許数が全体の半数を超えており、いかに同社が技術的な
幅が広く、様々な品目を抱えているのかが分かる。 
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図 3-8 製品分類
 
注）占有率 2.0%以上の製品を示している。                      
出所）Bizcruncher®（株式会社パテント・リザルト）よりデータを抽出し筆者作成。 
                
第４節 製品開発の特徴 
  
(1) 顧客ニーズの把握 
 
アルプス電気では、製品開発に欠かすことができない顧客ニーズを営業部門が日々の営
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に、ゲストエンジニアを自動車メーカーに出向させ、自動車メーカーとの関係強化や開発
リードタイムの短縮を積極的に行っている。 
販売方式に関しても製品ごとに分かれておらず、基本的には顧客に対して何人かの営業
がついている顧客営業スタイルである。直接販売方式をベースとしているが、代理店のほ
うが強い地域もあるため、地域性を考慮しながら適切な販売方法を選択している。 
これらの顧客情報は、日々の営業活動だけではなく、「Alps Show」や「Show in Customer」
を通じて収集される。同社のプライベート・ショーである「Alps Show」は、顧客や業界関
係者を招待し新技術や新製品について紹介する製品展示会で、2 年に 1 度開催される。ま
た、「Show in Customer」とは、顧客に製品を持ち込んで行う製品・技術紹介で、こちらも
定期的に行われている。同社では、これらの活動を顧客との接点として重要視しており、
得られた顧客情報を全てデータベース化している。このデータベースには、営業や技術が
顧客に関わる情報をすべて入力することにより、部門横断型組織の役割を持つ CE
（Concurrent Engineering）16 で共有し、より精度の高いものにしている。さらに、この中
で重点的に着手すべきアイテムや、場合によっては顧客の要望に応えられないアイテムな
どを含め、設計担当や部品調達担当などがチームの中でデータベースを参考にしながら議
論し、決定していく仕組みになっている。 
 
 
(2) 製品開発組織とプロセス 
 
全社組織については、2009 年 4 月に 60 年近く続いた従来の製品別事業部制の組織体制
（図 3-9 参照）の見直しを行った。その理由は、製品ごとに事業部があることによって事
業部ごとの競争が起きてしまい、横の連携が取りにくくなっていたからである。 
 
 
                                                        
16 CE（Concurrent Engineering）とは、一般的には開発過程におけるさまざまな開発段階を同時並行
的に行う開発手法とされるが、本事例で使用される CE は、アルプス電気独自の用語として部門横
断的な組織体を意味する。 
68 
 
図 3-9 旧体制の事業部制組織（～2009 年 3 月） 
 
出所）株式会社日経 BP（2012, pp.54-57）をもとに筆者作成。 
 
その弊害を改善すべく、2009 年 4 月に「AUTO（オートモーティブ） 事業本部」、「HM&I 
（ホーム、モバイル＆インダストリー）事業本部」、「MMP（メカトロニクス、マテリアル、
プロセス） 事業本部」の三つの事業本部体制とした。その後、現在の組織（図 3-10 参照）
に改編し、研究・開発、設計を行う「技術本部」と、調達・製造、流通を行う「生産本部」、
マーケティング、販売を行う「営業本部」から構成される横断的な本部制組織を導入した。 
このような変革は、従来の事業部間の壁を取り払い各々の事業部に振り分けられていた開
発機能を集約することで、電子部品の急速なデジタル化の進展による市場の変化に素早く
対応することを狙いとしている。この変革により、社内のリソースを注目すべき領域に迅
速に投入することで B,C 製品の開発をしやすくし、開発の効率化を図っている。 
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図 3-10 事業本部制（2015 年 2 月現在） 
          
出所）アルプス電気インタビューをもとに筆者作成。 
 
図 3-11 が示すのは、同社の製品開発組織である。「技術本部」の下に「技術部」が組織
され、「技術部」は、A 製品と B,C 製品に大きく分かれている。前者は、C1 部から C9 部
（C は Component の頭文字）で構成され、後者もまた M1 部から M9 部（M は Module の
頭文字）で構成されており、これは B,C 製品の開発を意識した組織体制となっている。 
 
図 3-11 製品開発組織 
 
出所）アルプス電気インタビューをもとに筆者作成。 
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A 製品の技術者は、原則的に担当の A 製品の開発・設計のみに携わる。A 製品の開発は
独自に進められており、顧客や市場から A 製品の引き合いがあった場合には、基本的にカ
スタム対応せずに顧客にそのまま販売する。B,C 製品などの複合化された製品を開発する
場合、例えば、B 製品としての車載用ステアリングモジュールに A 製品（例：アングルセ
ンサー）が内蔵される場合などには、B 製品に求められる仕様や開発日程に併せて原則的
には A 製品の開発が先行する。このように A 製品と B,C 製品の開発は、組織的にもある
程度独立して開発されており、民生と車載両方の市場に対応可能な体制を構築している。 
開発当初からの進捗管理は、主として CE を通じて行われる。先にも述べたが CE は部
門横断的な役割を持つ。既存組織は機能別組織となっており、機能に応じて組織が分割さ
れているために、組織間に壁が生じていた。そこで、それらの壁を取り除き、部門横断的
な協働や専門組織の共有が図られるようにするための開発組織として、CE が位置づけら
れている。 
カスタム品の設計には、その製品を構成する A 製品の技術者と B,C 製品の技術者が集ま
って、「自部門のこういう製品が使える」とか、「この製品だったらこの特性を出せるので
はないか」といった製品開発に必要な情報交換をこの CE の場を使いながら行い、開発案
件を揉んでいる。CE は開発案件ごとに設計、生産技術、購買、生産管理部門などの担当が
出席して行われ、CE の決定権は原則的に技術部長が持つことになる。CE は通常週一回開
催され、すべての案件は程度の度合いに関係なくすべて協議されるが、修正の度合いや程
度、製品開発に要する工数などを考慮し、弾力的に対応するケースもある。全くの新規の
開発では、その多くの場合において事業担当役員も参加した開発会議などを経て開発をキ
ックオフし、リソースを充当し CE を通じて開発を進めていく。 
このように CE は、ABC 製品の開発に携わる技術者間のコミュニケーションの場として
の機能だけではなく、生産本部なども連携することで、開発当初から設計、品質、原価な
どの製品開発の進捗管理を行っている。 
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(3) カスタム化と汎用化のマネジメント 
 
 本項では、アルプス電気の製品開発マネジメントについて、標準品とカスタム品の開発
に分けて述べる。 
 
1） 標準品の開発 
 
ここでは、A 製品に分類される同社の代表的な製品である「タクトスイッチ」を、競合
他社と比較してみる。 
「タクトスイッチ」は、携帯電話、リモコン、自動車に至る様々な製品に使用されてお
り、汎用性の高い部品である。取り付け方法もスナップイン方式（規定の寸法にパネル加
工し、カット穴に挿入するだけで固定される）、プリント基板方式（スイッチの端子がプリ
ント基板用となっており、プリント基板に直接ハンダ付けしスイッチを固定する）、ラジア
ル（部品の下面からリード電極が出ている、もしくは両サイドから出たリード電極を折り
曲げてリード電極の先端を片側に寄せたタイプで、部品実装するとともにプリント基板か
ら立ち上がったように挿入する）、表面実装（プリント配線板に表面実装されるもの）が主
な方式となる。17  
「タクトスイッチ」は、アルプス電気が独自の仕様に基づいて設計した「アルプス図面」
をもとに開発される。したがって、図面、ソフトウェア、回路配置、デザインなどはすべ
てアルプス電気の所有となる。同社では、この製品を基本的にどの顧客にもカスタム対応
せずに販売しており、顧客側がツマミをつけるなどカスタム対応する製品である。アルプ
ス電気は、これらの標準品を高品質で大量生産し、単価を下げることで市場における競争
力を得ている。 
表 3-2 はアルプス電気の「タクトスイッチ」と競合企業 X 社の同タイプのスイッチのシ
リーズ数を比較したものである。競合企業 X 社との違いは、顧客ニーズに対応したバラエ
ティを豊富に抱えていることである。特に表面実装タイプに関しては、業界屈指のライン
                                                        
17 取り付け方法については、社団法人日本電気制御機器工業会「制御機器の基礎知識 (2) 押しボタ
ンスイッチ」のホームページ（https://www.neca.or.jp/wp-content/uploads/switch_push_1307.pdf）を参
照。 
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ナップを揃え、競合企業の約 3 倍のシリーズ数を持ち、かつ車載対応製品を取り揃えてい
ることである。18 
 
 
表 3-2 アルプス電気と競合企業 X 社のスイッチにおけるシリーズ数の比較 
 企業名 アルプス電気 Ｘ社 
実
装
形
態 
スナップイン 9（2） 0 
表面実装 37（14） 13 
ラジアル 5（2） 2 
DIP 端子 0 11 
合計 51（18） 26 
注）（ ）内は、シリーズ数に占める車載対応数。                              
出所）各社ホームページより筆者作成。 
 
アルプス電気では、もともと民生用にスイッチを作っていたが、車載市場の電子化が進
むとともに、民生が主であったスイッチを車載向けに販売するようになった経緯がある。 
「タクトスイッチ」は、ユーザーが直接触れるため、押した時のフィーリングや音なども
重要な要件となるが、車の室内用「タクトスイッチ」は温度や振動など厳しい環境への対
応のほか、操作音や操作感触なども求められており、静音化と好フィーリングの両立を実
現しなくてはならない。同社では、民生で培われた技術を車載用に転用して活用するとと
もに、民生、車載双方に対応可能な製品となるよう設計段階から取り組んでいる。19 
また、スナップイン方式と表面実装を多く採用しているところが競合製品とは異なると
ころであり、スナップイン方式は外部の取り付けハードウェアの必要がなく、簡単で費用
効率にも優れ、見た目にも良い取り付けが可能となる。更に表面実装対応を可能にしたこ
とで、他の電子部品と同様に実装作業の自動化を可能にした。従来の DIP 端子と比較する
と、作業時間の軽減やコスト削減が図られ、半田付け時のバラツキがなくなることで品質
の向上も期待されることになる。 
                                                        
18 X 社製品については、ホームページの商品情報に車載対応と明記されていない。 
19 ホームページの製品情報に車載対応との記載がある。 
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このようにアルプス電気では、民生と車載両方の市場に対応可能なスイッチを取り揃え、
顧客側では豊富な製品バリエーションから選択できることで、顧客要求を満たしているの
である。 
 
 
2）カスタム品の開発 
 
次に、顧客の仕様に基づきカスタム対応を行う「パワーウィンドウスイッチ」（図 3-12 参
照）の開発の特徴について探ってみる。 
「パワーウィンドウスイッチ」は、自動車のドアに内蔵された窓の開閉スイッチである
が、同社ではこの製品をカスタム対応する B 製品としている。 
 
図 3-12 「パワーウィンドゥスイッチモジュール」のイメージ
                
出所）アルプス電気ホームページより。 
 
自動車の開発の場合には、開発がある程度進んでからメーカーから話が持ち込まれるの
と、コンセプトの段階から開発に関与していくのとでは、開発のしやすさが異なる。アル
プス電気では、顧客が製品機能を実現したいというコアの部分に関しては、開発の早い段
階からメーカーと擦り合わせをしながら関わるようにしている。例えば、ある程度外径の
寸法が決定した時点からフルカスタム開発となるよりは、開発の早い段階から関与できれ
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ば自社の標準品を勧めることができ、開発にかかる工数を削減することができるからであ
る。そのためには、日頃から顧客との密着度合いを深めることを重視しており、他社に先
駆けて開発のより早い段階から「デザインイン活動」に参画できるようにしている。 
自動車の開発は、最適設計された部品を相互に調整することで全体の性能を高めるため
に、顧客ごとの擦り合わせが必要とされる。そのため、車載用の「パワーウィンドウスイ
ッチ」はほとんどが車種ごとのカスタム品である。外側は顧客によって形状、デザインな
どが異なるためカスタム対応が必要になるが、内部は標準化（スイッチ部、接点構造、回
路構成など）された構造となっており、これらの部品は当然自社製品で構成されている。 
「パワーウィンドウスイッチ」の構造は主に、図 3-13 に示すように、①操作ノブ＋上ケー
スの形状、②回路構成、③下ケースの形状という 3 つの組み合わせで決まり、これらの組
み合わせにより製品のバリエーションの幅も大きく広がっている（図 3-14 参照）。 
 
図 3-13 「パワーウィンドウスイッチ」の構造 
 
出所）アルプス電気インタビューをもとに筆者作成。 
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図 3-14 「パワーウィンドゥスイッチ」の開発イメージ  
  
出所）アルプス電気インタビューをもとに筆者作成。 
 
カスタム対応するのは操作ノブと上ケースで、この外形上の部分は顧客のデザインとな
るため、一社一社顧客との擦り合わせとなる。セダン、軽自動車でも形状が異なるが、大
抵の場合、外形上の部分を変えるだけで内部の操作部、回路基板などを変更せずに対応で
きる。また、操作部のスイッチは内製品を使うことで流用できるようにしている。 
これら車載部品は、基本的には承認図部品の位置づけとなる。即ち、顧客の仕様に基づ
いてアルプス電気が設計した「得意先図面」となり、図面に記載の内容はすべて顧客が所
有権を持つことになる。曲線度合い、感触などの外形上の部分は顧客のデザインによるフ
ルカスタム対応となり他社転用できないが、内部構造はアルプス電気の仕様のため、顧客
が他社との共通化を承諾した場合には、顧客に費用負担を求めず自社負担で開発すること
で、他社への転用を可能にしている。不承諾の場合には製品単価を抑制するため、顧客に
対しこれを使用できる他モデルへの横展開や、将来の発注数を含めた取引台数を保証して
もらうなどの交渉を行い、合意が得られればその内容を盛り込んだ契約を交わすことにな
る。 
同社は、他社への転用が可能な製品を増やすとともに、転用できない場合には取引台数
を保障してもらうなどの取り組みを行うことで、設計コストの回収を行っている。このよ
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うな得意先仕様とサプライヤー仕様の棲み分けは、メーカーにとっても開発コストやリー
ドタイム削減などのメリットとなる一方で、アルプス電気側にも事業継続の確約が得られ
るなどのメリットをもたらすのである。 
 
第５節 小括 
アルプス電気は、これまで独自の仕様に基づき擦り合わせによって最適化された部品を
用いて設計した製品を、多くの顧客に標準品として販売してきた。同社では、この製品を
「中インテグラル・外モジュラー」の位置取りとなる A 製品としている。しかし、車載部
品取引を増やすことによって、製品開発には二つの変化が現れることになる。一つは、顧
客のアーキテクチャがインテグラル型になり、顧客向けのカスタム品の開発を求められる
ようになることである。そして、もう一つは、自社製品が A 製品から B,C 製品へと複合化
することである。製品が複合化した場合でも、A 製品のアーキテクチャはインテグラル型
に変わりはないが、A 製品やその技術を活用して設計する B,C 製品のアーキテクチャはど
うなるのかといった問題が生じる。自動車のようなインテグラル・アーキテクチャの製品
を開発する場合、製品全体としてのまとまりを重視するために、部品間および部門間の相
互調整が必須となる。B,C 製品の開発は、自動車の先行開発の段階から関与して、他部品
と調整しながら開発していかなければならないため、ある特定のモデルに最適化された部
品を提供しようとすれば、B,C 製品に用いる部品も自ずと最適化を求められる。 
このように、車載向けのカスタム化された B,C 製品が増えるということは、必然的にア
ーキテクチャが「外インテグラル」となり、部品メーカー側でも自動車メーカーの開発体
制に合わせていくと、アーキテクチャが「中インテグラル」になりやすい。この場合、ど
うしても開発への投資が取引特殊的となり、特定の顧客に拘束されることになる。特に開
発初期から参画した場合には、特定の顧客との取引関係がより深まり、特定の相手との取
引関係の中でしか費用の回収ができなくなる。そのため、現在の取引相手との関係性を深
め、相手からの評価を高めていかざるを得ない側面もある。 
しかし、顧客要求にその都度対応していては、開発コストやリードタイムがかかる上に、
投資は取引特殊的となってしまう。アルプス電気では、B,C 製品が複合部品であることを
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活用して、できるだけ A 製品を製品内部に組み込ませ、多様な組み合わせを行うことによ
って効率的な開発を行っている。 
ここで、複合部品ではアーキテクチャの階層が一つ増えていることに注意しなければな
らない。先にも述べたように A 製品がインテグラル型であることに変わりはないものの、
A 製品を組み合わせた複合部品である B,C 製品は、モジュラー型の性質を持つことになる
のである。 
これらのことから同社は、可能な範囲で部品内部をモジュール化することでアーキテク
チャの位置取りを「中モジュラー・外インテグラル」に向かわせる工夫をしていると考え
られる。その上で、構成部品を共通化し他の顧客への転用を図るなど、事後的にアーキテ
クチャの位置取りを「中インテグラル・外モジュラー」に向かわせるよう努力していると
推測される。このようにある特定の顧客向けに開発された製品を他の顧客にも流用できる
工夫を行うことで、その製品の開発にかかるコストを抑制し、その費用が抑制されること
によって特定の相手との長期継続取引関係を維持しつつも、取引関係が固定化されないよ
うにしているのである。 
次に、アーキテクチャの位置取りに対する開発組織のあり方について述べる。先にも述
べたように、もともとアルプス電気はコンポーネントなどのA製品を多く提供していたが、
複数の顧客に対して別種の製品を提供していたため、開発組織全体としてのまとまりはさ
ほど追及されておらず、組織としてはインテグラル型ともモジュラー型とも言えなかった。
しかし、車載部品の開発が増えるにつれて、次の二つの変化が生じた。一つは、自動車メ
ーカーの開発過程に早期から関与し、自動車メーカーの要求に基づいて各モデルの仕様に
合わせた最適設計を行うために、部門横断的なマネジメントが必要になったことである。
このため、開発組織は部門横断的な機能別組織となり、さらに機能別分業により組織の壁
を超えるために CE が行われるようになった。もう一つは、B,C 製品の内部構造に複数の
A 製品を組み込んで開発するために、単品レベルの開発は B,C 製品と切り離し、独立して
開発するようになったことである。前者は自動車メーカーとの関係に規定され、後者は複
合部品のアーキテクチャをモジュラー化する戦略を反映した組織となる。つまり、車載部
品の開発には、CE のような部門横断的な連携を進める組織と、A, BC 製品の相互独立開発
を進めるためのモジュール型組織という、二つの異なる性質を持った製品開発組織が必要
とされるのである。 
78 
 
第４章 結論 
第１節 事例研究のまとめ 
これまで本稿では、アーキテクチャの位置取り戦略の動態的プロセスの解明と、アーキ
テクチャの位置取りと製品開発組織の適合性の解明という二つの研究課題に対して、車載
事業に傾斜している専業メーカーと総合メーカーの事例分析を通じて明らかにしてきた。
本節では、これらを踏まえた上で実証的まとめを行う。 
表 4-1 はイリソ電子とアルプス電気における事実関係の比較を示したものである。 
 
表 4-1 イリソ電子とアルプス電気における事実関係の比較 
 イリソ電子 アルプス電気 
製品の特性 単品 単品・モジュール品 
取引形態 車載が 8 割 車載が 6 割 
組織体制 機能別組織 機能別組織+モジュール型組織 
部門間の連携 部門横断型組織 
営業体制 
ソリューション提案型の営業 車載製品に関してはゲストエンジニアの出向 
技術者同行の営業 
販売方式 
直接販売 
 （一部代理店販売） 
ロックイン回避 積極的（比較的回避が容易） 積極的（回避が容易ではない） 
知財の確保 しやすい しにくい 
複数購買対応 カスタム度合いが大きくなるにつれて少なくなる 
先行開発への関与 極めて少ない 車載製品に関しては積極的に関与 
顧客との協調の程度 低い 高い 
出所）インタビューをもとに筆者作成。 
両社の共通点は、車載部品取引の割合が全体の半分以上を占めていることと、販売体制
についても、アルプス電気が一部代理店販売を行っているものの、基本的には両社とも直
接販売方式をとっているところである。 
次に、両社の相違点について述べる。 
まず、製品特性の違いが挙げられる。イリソ電子が単品販売なのに対し、アルプス電気は
単品に加えてモジュール品の販売を行っている。製品群は両社とも、独自の仕様に基づき
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擦り合わせにより最適化された部品を用いて設計された標準品と、特定の顧客のために設
計されたフルカスタムの新製品を抱えることは同様だが、イリソ電子のカスタム品は標準
品を活用したカスタム品が多く、アルプス電気は内部に標準品を活用したカスタム品が多
い。 
組織体制については、両社とも機能別組織を編成し、開発時には部門横断型組織を活用
しながら部門間調整と情報共有を積極的に行っているが、アルプス電気はこれにモジュー
ル型組織を加えた二つの組織を編成している。 
また、営業体制についても基本的には両社とも技術者を同行させているが、イリソ電子
の場合には、カスタム品が全体の 7 割を占めているという理由から、現場で顧客ニーズを
聞き取り、製品化につなげるというソリューション提案型の営業に力を入れている。一方、
アルプス電気の場合、特に車載製品に関してはゲストエンジニアを出向させるなど自動車
メーカーと密な連携体制を構築している。 
先行開発への関与は、アルプス電気が設計コンセプトの段階から参画しているのに対し、
イリソ電子は開発当初からの関与は極めて少なく、知財の確保やロックインからの回避な
どについても相違が見られる。 
次に、二つの事例に対する分析結果を述べる（図 4-1、4-2 参照）。 
はじめに、位置取り戦略を顧客ニーズに対応しながら、どのように主体的に選択してい
るかという一つ目の課題に対する分析結果である。 
イリソ電子は、「中インテグラル・外モジュラー」の位置取りをする標準品、「中モジュ
ラー・外インテグラル」の位置取りをするカスタム品や新製品、そして「中インテグラル・
外インテグラル」の位置取りとなる特定の顧客向けに開発された新製品のうち、標準品の
組み合わせでは開発できない製品と、三つのアーキテクチャの位置取り戦略を抱えている
と考えられる。特に自動車部品取引の場合には顧客のアーキテクチャに影響され、必然的
に自社もインテグラル寄りとなってしまうが、その際は極力「中モジュラー・外インテグ
ラル」として開発できるよう工夫することで、顧客要求を満たしている。 
また、フルカスタムとなる新製品を開発する場合には、他の顧客にも横展開できるよう
標準化を行い、「中インテグラル・外モジュラー」に回帰させるよう努力している。標準化
が可能な理由としては、専業メーカーとしてコネクタに関する知識が顧客よりも豊富であ
るという技術的な優位性に基づいたもので、その優位性から知的所有権の確保が比較的容
易となることで、転用の可能性も高くなると考えられる。車載部品取引を拡大することに
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よって自動車のインテグラル設計に影響され、自社のアーキテクチャもインテグラル寄り
となるが、標準化に努めることで「中インテグラル・外モジュラー」に誘導することが同
社の基本路線と考えられる。 
一方、アルプス電気は、もともとは独自の仕様に基づき擦り合わせによる最適部品を用
いて開発した、「中インテグラル・外モジュラー」の位置取りとなる標準品を多く販売して
きた。しかし、車載部品取引を拡大することで顧客のアーキテクチャがインテグラル型に
なり、顧客ごとのカスタム品の開発を求められるようになった。これに伴い自社製品も内
部に標準品を使用したより高度な技術が必要とされる複合部品となり、特に自動車向け複
合部品の開発においては、自動車開発の初期段階から関与し、顧客ごとに擦り合わせを行
うようになった。つまり、顧客のアーキテクチャがインテグラル型だが、部品の複合化・
複雑化とともに自社製品自体をインテグラル・アーキテクチャとする要請が強まるため、
それに対して自社の複合部品内部をモジュール化し他の顧客にも転用できる工夫を行って
いるのである。その場合、個々の構成部品はインテグラル・アーキテクチャのままである
が、複合部品レベルではモジュール化する戦略をとることが基本路線と考えられる。 
これらのことから、単体部品を供給している専業メーカーの場合には、「中インテグラル」
で開発した部品を標準化させ、他の顧客に横展開させることで「外モジュラー」に回帰さ
せることが基本的な傾向となっていくと考えられる。それに対して総合メーカーは、顧客
の要請もあり部品が複合化・複雑化していくのは避けられない。そのため複合部品内部を
モジュール化することで、アーキテクチャの位置取りをできる限り「中モジュラー・外イ
ンテグラル」に向かわせる努力をしていくのが基本的な傾向となっていくと考えられる。 
電子部品産業では、実務的な区分に基づき専業メーカーと総合メーカーに分けられるが、
本分析を通じて明らかになったことは、アーキテクチャ戦略を考える上での実質的な区分
は、単体部品を開発しているのか、あるいは複合部品を開発しているのかにあるというこ
とである。つまり、本研究の導入は、専業メーカーと総合メーカーという産業界の実務的
な区分に従ったものであったが、分析の結果、問題とすべき違いは、単体部品を開発する
メーカーと複合部品を開発するメーカーであるところにあった。 
これらの本質を理解した上で、改めて単体部品を開発する専業メーカーと複合部品を開
発する総合メーカーを比較の視点で見た場合、両社は車載事業に傾斜していくことで、異
なる対応をとることが予想されるが、それは、「中インテグラル・外インテグラル」を回避
しようとする場合、まず開発過程で「中モジュラー」にもっていくことが基本となる。し
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かし、単体部品の場合、より細かい単位での標準部品の組み合わせで製品設計を行うこと
には限界があり、どうしても専用品としての設計が必要になってくる。そのため、「中モジ
ュラー・外インテグラル」で対応しきれず、「中インテグラル・外インテグラル」として設
計せざるを得ない部分が出てくる。しかし他方で、単体部品の知的所有権を確保しやすい
ことから、開発した製品を他社に販売することが可能となり、それによって事後的に「中
インテグラル・外モジュラー」へと変化させるのだと考えられる。 
他方、複合部品の場合、相対的に標準部品の組み合わせで製品設計が行いやすい。この
ため開発過程で「中モジュラー」化を進めて、「中モジュラー・外インテグラル」を実現す
ることが基本となる。複合部品には、顧客側が知的所有権を持つ部分が含まれるため、同
じ複合部品を他社に販売することはできないが、そこに使用されている部品の転用は可能
となる。 
次に、二つ目の課題であるアーキテクチャの位置取りに対して、どのように研究開発組
織を適合させているのかという、アーキテクチャの位置取りに対する製品開発組織の在り
方である。 
イリソ電子は、他の顧客へ横展開するために標準化を目指すことが基本的な路線である。
同社の標準化に向けた組織的対応は、機能重視型の開発組織に対して、部門横断的な役割
を果たす CFT を編成していることである。そこでは顧客の要望に基づく最適設計を行うた
めに各部門のメンバーが集まり、標準品を活用したカスタム対応、知的所有権の確保、汎
用化の可能性などについての情報共有や調整を行っている。このように部門横断型組織が
必要とされる理由は、顧客のアーキテクチャの影響を受け、自社組織もインテグラル型に
誘導されるためだと考えられる。一方、「外モジュラー」化への対応も、同社は部門横断型
組織で対応できるように工夫している。その理由としては、同社の抱える製品が技術要素
の組み合わせはあるとしても単体部品のみであることに加えて、直接販売や技術者同伴の
営業体制を通じて、製品開発に必要な精度の高い情報収集が出来ているからだと考えられ
る。そのため、これらの情報を部門横断型組織に反映させ、複数の部門が協業することで、
顧客に対して付加価値の高い製品・サービスの提供が可能となっている。 
一方、アルプス電気は、自動車メーカーへのゲストエンジニアの派遣などに見られるよ
うに、個々の自動車メーカーの先行開発へ積極的に関与している。他方で、A 製品と B,C
製品の開発を独立して行うことができるモジュール型の開発組織を編成し、自社の複合部
品内部をモジュール化できるように努力している。機能別組織に対して横串をさした部門
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横断的な役割を果たす CE を編成することで、部品の複合化、技術の転用などをはじめと
した部門間の情報共有や連携を図る工夫を行っている。 
つまり、単体部品を開発している専業メーカーと複合部品を開発している総合メーカー
のどちらの製品開発組織においても、顧客のニーズに応じたカスタム品を開発するための
部門横断的なインテグラル型の性質を持った組織が編成されること、さらに総合メーカー
に見られることとしては、自社の部品内部のモジュール化や構成部品の共通化に向けたモ
ジュール型の性質を持った組織が編成されることが明確になった。さらに、両社の部門横
断型組織に対しては、設計の部門長が相対的に高い権限を持つ重量級プロジェクト・マネ
ージャーのような役割を担い、製品開発を統括していることが事例分析の結果明らかにな
った。 
 
図 4-1 イリソ電子の分析結果 
 
注 1）I：インテグラル、M：モジュラー                           
注 2）矢印の実線は主な対応、破線は副次的対応を表す。                   
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図 4-2 アルプス電気の分析結果   
 
注 1）I：インテグラル、M：モジュラー                            
注 2）矢印の実線は主な対応、破線は副次的対応を表す。 
第２節 結論 
本稿では、これまでアーキテクチャの位置取り戦略の動態的プロセスの解明と位置
取りに適合した開発組織の在り方を、車載事業に傾斜する電子部品メーカーの事例を
通じて明らかにしてきた。ここでは、第 1 章で提示した先行研究の検討から導き出さ
れた概念モデル（図 1-7）が、事例分析を通じてどのように変化したのかを確認して
みることにする。 
図 4-3 は、単体部品を開発している専業メーカーと複合部品を開発している総合メ
ーカーの事例分析を通じて得られた結果を示したものである。この概念図にあるよう
に、専業メーカーの場合、車載部品取引により顧客のアーキテクチャがインテグラル
型になることで、自社のアーキテクチャも影響を受け、一時的には「中インテグラル・
外インテグラル」の位置取りを取る。しかし、これでは開発コストがかかり収益性の
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確保が難しくなるため、より細かい単位での標準品を組み合わせて顧客要求を満たす
ように開発するなど、開発過程でアーキテクチャの位置取りを「中モジュラー・外イ
ンテグラル」に向かわせる努力をしている。 
その上で、自社製品に対する専門性や技術に対する豊富な知識を活かして、特定の
顧客向けに開発した専用部品をなるべく他の顧客にも提供できるようにするために
事後的に汎用化を行うことで、位置取りを「中インテグラル・外モジュラー」に向か
わせているのである。これらのことから、単体部品を開発している専業メーカーにお
いては、開発した製品を事後に汎用化するのが主な対応であり、「中モジュラー・外イ
ンテグラル」に向かわせるのは副次的な対応となる。 
 
図 4-3 結論の概念図
  
注 1）I：インテグラル、M：モジュラー                                                                     
注 2）矢印の実線は主な対応、破線は副次的対応を表す。                    
注 3）→：専業メーカー →：総合メーカー     
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この位置取りに対応した製品開発組織は、車載部品取引により顧客のアーキテクチャ 
がインテグラル型になることで、自社の開発組織も影響を受けるため、インテグラル
型の性質を持つことになる。しかし、開発負担を減らし収益性を確保するために汎用
化を推進し、他の顧客への横展開を目指すことでアーキテクチャの位置取りを「中イ
ンテグラル・外モジュラー」に変化させている。このような汎用化への対応も、同社
はすべてインテグラル型組織で対応できるように工夫を行っているのである。 
一方、複合部品を開発している総合メーカーの場合には、専業メーカーとは異なり
特に自動車向け複合部品の開発においては、自動車メーカーの先行開発に参画して、
顧客ごとの擦り合わせを行いながら開発することになる。これにより自社製品もイン
テグラル型に誘導されやすくなる。しかしながら、設計開発にかかる顧客からの圧力
に流されずに、開発の時点で複合部品内部をモジュール化して、構成部品を共通化す
ることで、アーキテクチャの位置取りをできる限り「中モジュラ ・ー外インテグラル」
に向かわせる努力をしている。それと同時に、その構成部品を事後に汎用化すること
で、アーキテクチャの位置取りを「中インテグラル・外モジュラー」へ向かわせるよ
うにしていると考えられる。これらのことから、複合部品を開発している総合メーカ
ーにおいては、事前に「中モジュラー・外インテグラル」で設計するように努力する
のが主な対応となり、構成部品を汎用化するのが副次的対応となる。 
このような位置取りに対応した製品開発組織は、前者においては顧客の影響を反映
したインテグラル型の組織であり、後者においては開発の時点でアーキテクチャの位
置取りを「中モジュラー・外インテグラル」に向かわせる努力をすることによって、
組織は自社の部品内部のモジュール化や構成部品の共通化への戦略を反映したモジ
ュール型の性質を持つことになり、インテグラル型組織とは独立したモジュール型組
織を編成する。つまり、総合部品メーカーは、インテグラル型とモジュール型の組織
を使い分けることで、開発の専門性と効率性を追求しているのである。 
次に、第１章で提示した本稿の二つの研究課題に対する解答を述べる。 
はじめに、インテグラル・アーキテクチャの製品を持つ顧客に対応しようとした場
合のアーキテクチャの位置取り戦略の動態的プロセスを解明するという一つ目の研
究課題に対する解答についてである。 
顧客のアーキテクチャがインテグラル型の場合、専用部品が必要とされるため、顧
客ごとに異なったニーズに対応することが不可欠となる。そうなると、特定の顧客と
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の取引は長期継続的にならざるを得なくなり、投資は取引特殊的になる。そのため、
目的意識的な努力をしなければ、アーキテクチャの位置取りは「中インテグラル・外
インテグラル」に誘導されやすい。しかし、この位置取りは開発費の負担が重く、収
益性が低くなりやすいという欠点がある。そのため、電子部品メーカー側では「中イ
ンテグラル・外インテグラル」を回避したいという強い要求を持ち、これを実現する
ための位置取り戦略の方向性は、自社製品あるいは顧客製品の少なくとも一方をモジ
ュラー化することである。 
一つ目は、単体部品を開発している専業メーカーの事例に見られたように、「中イ
ンテグラル」を所与として、「外インテグラル」を外モジュラーに変え、「中インテグ
ラル・外モジュラー」とすることである。具体的には、カスタム部品を横展開して汎
用化していくことになる。もう一つはその逆で、複合部品を開発している総合メーカ
ーの事例にみられたように、「外インテグラル」を所与として、「中インテグラル」化
を避けて「中モジュラー」化に努め、「中モジュラー・外インテグラル」とすることで
ある。具体的には、標準化されたサブ部品の組み合わせによってカスタム部品を構築
できるように努力するなど、特に「外インテグラル」の場合には、有力な選択肢とな
り得る二つのパターンとして提示できる。 
これらのことから導き出されることは、アーキテクチャの位置取り戦略は固定的な
ものではないということである。自社製品のアーキテクチャは、顧客製品のアーキテ
クチャによって影響される。例えば、「中モジュラー」化のような自社の戦略的行動に
よって、顧客製品から自社製品に受けるアーキテクチャ上の影響を事前に抑えること
ができる。また、一時的に位置取り戦略が定まった製品であっても、「外モジュラー」
化のように事後的に顧客のアーキテクチャを変えていくことができる。つまり、アー
キテクチャの位置取り戦略は、位置取りが技術的に決まり、それを所与として企業行
動が繰り広げられるというものではない。顧客から自社への影響という制約、開発過
程における自社製品の変革、自社から顧客へという事後的な影響力の行使という、顧
客との相互作用と戦略的な行動の中で選択され、変わっていくものなのである。 
次に、二つ目の課題である選択されたアーキテクチャ戦略に応じて、どのように組
織を編成するのかという課題に対する解答についてである。 
製品開発組織もまた、自らのアーキテクチャに対応して取引相手との関係を変える
ために編成される性質と、取引相手のアーキテクチャからの影響を受けて編成せざる
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を得ない性質を持っている。前者は、事例として取り上げた単体部品を開発している
専業メーカーのように、顧客ニーズへの対応を起点とし「外インテグラル」となると
ころを、自分のアーキテクチャと組織を使って相手のアーキテクチャに影響を与える
ことで、「外モジュラー」に向けて努力している例である。また、後者は事例として取
り上げた複合部品を開発している総合メーカーのように、「外インテグラル」の影響
をどうしても受けるために、例え「中モジュラー」であっても部門横断的なインテグ
ラル型の性質を持った組織が必要となる例である。 
以上のことから、顧客製品がインテグラル型である場合、自社に何らかの部門横断
型組織を持たざるを得なくなるということである。開発組織の性質は、自社製品だけ
ではなく、顧客の製品アーキテクチャからも影響されるのである。たとえ、開発費の
負担を減らすために、自社の部品内部をモジュール化し構成部品を共通化することで、
「中モジュラー・外インテグラル」の位置取りを選択した場合でも、自社の開発組織
は自社製品のアーキテクチャ選択に応じて、モジュラー型の性質を持つとともに、イ
ンテグラル型のアーキテクチャを持つ顧客の最適化要求に対応するために、インテグ
ラル型の性質をも持たざるを得ないのである。 
さらに位置取り戦略を踏まえた場合に、4 つの位置取り戦略のうちの「中モジュラ
ー・外モジュラー」を除く 3 つの戦略と部門横断型組織は親和性が高いということが
明らかになったことから、これまで以上に部門横断型組織の有効性を重要視すべきと
考える。 
アーキテクチャの位置取り戦略と製品開発組織の対応関係は、取引相手からの影響
を受けるとともに、顧客ニーズに対応するという必要性に制約されながら、それを踏
まえて主体的に選び取っていくものである。つまり、アーキテクチャの位置取り戦略
と製品開発組織の対応関係は、自社で変えられる側面と相手に影響されてしまう両方
の側面を持つダイナミックなものであり、相手のアーキテクチャが自社の組織に影響
し、自社のアーキテクチャを自社の組織を使って相手に影響させようとするものなの
である。 
この点は、既存の自動車部品開発論や個別企業の製品開発における実証分析でもあまり
指摘されてこなかった点であり、電子部品産業が車載事業に傾斜していく現状を理論的に
把握する上でも有効な示唆を与えるものとなる。 
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本稿は、電子部品メーカー二社を事例とし、顧客のアーキテクチャがインテグラル型で
ある場合を取り上げたに過ぎない。電子部品メーカーの実証としては、得られた結論が他
の電子部品メーカーにも適応可能かどうか、分析対象を増やした上で更なる調査を行う必
要がある。理論的には事例を重ね、特に顧客がモジュラー型のアーキテクチャを持つ場合
の自社製品のアーキテクチャや開発組織への影響について検討する必要がある。 
さらに、二つ目の研究課題であるアーキテクチャの位置取り戦略に対応した組織編成に
ついても、顧客製品がインテグラル型である場合には、自社に何らかの部門横断型組織を
持たざるを得なくなることは明らかにされている。しかし、事後に自社製品を汎用化して
位置取りを「中インテグラル・外モジュラー」に変えていくという動態的プロセスと、組
織アーキテクチャがどのように対応しているか、必ずしも明確にされていない。事後的に
「中インテグラル・外モジュラー」の位置取りとなる汎用部品は、特定顧客の製品に限定
されず、一般的に広く利用可能な部品となるため、部品としては設計変更することなく顧
客に販売できる状況である。このような部品を開発する場合には、事後的な汎用化に向け
た営業活動まで考慮するなど、製品開発組織と販売組織との密な連携が必要になってくる
ことが予想される。したがって、この課題解決には、本研究が対象とする製品開発組織に
限定するものではなく、営業組織との関係性や組織的マーケティング活動からのアプロー
チも必要になってくるであろう。今後はこれらの研究を積み重ねることで、本研究をより
発展させられることが可能と考える。 
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